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雇用労政課長兼
働き方改革推進室長

藤 田 栄一郎 君

就 業 担 当 課 長 井 澤 亜 紀 君
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午後１時３分開議

○滝口直人委員長 これより本日の会議を開きます。

報告をさせます。

〔川崎主査朗読〕

１．本日の会議録署名委員は、

黒 田 栄 継 委員

小 林 千代美 委員

であります。

○滝口直人委員長 それでは、議案第１号、第５号ないし第10号及び第13号を一括議題といたし

ます。

１．経済部所管審査（続）

○滝口直人委員長 ３月13日に引き続き、経済部所管に関わる質疑並びに質問の続行でありま

す。

滝口信喜君。

○滝口信喜委員 それでは、私のほうから、泊原子力発電所３号機の再稼働の関係についてお尋

ねをいたします。

知事は、昨年の４定議会で再稼働に同意をいたしました。様々な状況の中で総合的に判断した

というふうに述べておりますけれども、総合的判断の根拠を再度お示しいただきたいというふう

に思います。

○滝口直人委員長 経済部長水口伸生君。

○水口経済部長 再稼働の判断についてでございますが、道といたしましては、道民の皆様から

いただいた声、関係自治体の御判断や御意見、そして、これまでの道議会での様々な御議論を踏

まえ、その中で、泊発電所３号機が福島第一原発事故の教訓を踏まえた新規制基準に適合してい

ると認められたこと、国が道とＵＰＺ内13町村の防災計画や避難計画を一体化した「泊地域の緊

急時対応」を取りまとめ、原子力防災会議で了承していること、再稼働により、道民の皆様の生

活や道内経済に大きな影響を与えている中、電気料金の引下げが見込まれるとともに、電力需要
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の増加が想定される中で、安定した電力供給が確実なものとなること、脱炭素電源の確保により

今後の道内経済の成長や温室効果ガス削減につながること、経済団体からは改めて早期再稼働の

御要望をいただいたこと、さらには、この時点で再稼働の方向性を示すことにより、企業が投資

判断を行う際の予見性を高め、道内での投資促進や雇用の拡大にもつながることなどから、泊発

電所３号機の再稼働に同意したものでございます。

○滝口信喜委員 そこで、知事は、経産大臣や内閣府特命担当大臣、原子力規制委員会委員長、

さらには北海道電力にそれぞれ要請をしたというふうに承知をしています。

過日、それぞれ回答が示されたということでありますけれども、これらの実効性をどのように

担保し、また、検証し点検するのか、伺っておきたいと思います。

○滝口直人委員長 資源エネルギー局長川畑千君。

○川畑資源エネルギー局長 国や北電への要請についてでございますが、道では、泊発電所３号

機再稼働の同意に際し、昨年12月、経済産業大臣、内閣府特命担当大臣、原子力規制庁長官に対

し、知事が直接要請を行うとともに、北電の齋藤社長に対しても、知事が直接要請を行い、それ

ぞれその場で御回答いただくとともに、後日、文書でも回答をいただいたところでございます。

道といたしましては、これらの回答を踏まえ、引き続き、国や北電と様々なレベルで情報共有

や情報交換を行うなどコミュニケーションを図りますとともに、各要請項目について、具体的な

取組状況などを適時適切に確認してまいる考えでございます。

また、先般の要請をもって終わりではなく、新たな問題や対応が必要な事案が発生した場合

は、国や北電に対し、さらなる要請なども行ってまいる考えでございます。

○滝口信喜委員 知事の要請は、私から申し上げるまでもなく、道民を代表しての要請であり、

そういう意味では、実効性を担保するため、不断の点検、検証が極めて大事であるというふうに

思います。

要望項目については、再稼働までに対策を講じなければならない項目、再稼働後の中長期的な

対応策などが考えられるところであります。やはり、こういったものを検証するためには、横断

的な組織を立ち上げ、しっかりと検証すべきではないか。特に、経済部と総務部で分かれている

これらの問題についても、組織横断的なことでしっかりと検証すべきというふうに考えますけれ

ども、お尋ねをいたしたいと思います。

○川畑資源エネルギー局長 国や北電への要請についてでございますが、道といたしましては、

引き続き、国や北電と様々なレベルで情報共有や情報交換を行うなどコミュニケーションを図り

ますとともに、関係部局による連携の下、具体的な取組状況などを適時適切に確認し、新たな問

題や対応が必要な事案が発生した場合は、国や北電に対し、さらなる要請なども行ってまいる考

えでございます。

○滝口信喜委員 今、関係部局による連携の下、適時適切に確認すると答弁がありました。要請

文や回答文はホームページで公開をされています。さらに、広報紙「ほっかいどう」でも公開を

されています。これらの要請は、泊３号機再稼働の条件と言ってもいいものではないかと私は考
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えております。

そういう意味では、再稼働の時点で、要請文の回答に対する取組状況を道議会や道民に公開す

ることは当然というふうに考えておりますけれども、これまでの回答の公開で道は十分と考えて

いるのか、その後については公開はしないのか、再度、見解を求めておきたいと思います。

○川畑資源エネルギー局長 国や北電への要請についてでございますが、道といたしましては、

各要請項目について、関係部局による連携の下、具体的な取組状況などを確認いたしますととも

に、道議会や道民の皆様に対してその内容をお知らせするなど、適時適切に対応してまいりま

す。

○滝口信喜委員 しっかりとした公開を求めておきたいと思います。

知事は、これまで、北電の齋藤社長と数度にわたり会談されているというふうに伺っておりま

す。齋藤社長は、2030年代前半には泊１、２号機の再稼働を予定というふうに述べられておりま

すけれども、いわゆるこの原子力発電所の新増設について話が出たのか、出ていないのか、その

辺を伺っておきたいというふうに思います。

○滝口直人委員長 エネルギー政策担当課長工藤和浩君。

○工藤エネルギー政策担当課長 泊発電所の新増設についてでありますが、北電では、昨年３月

に公表しました「ほくでんグループ経営ビジョン2035」におきまして、泊発電所について、2030

年代前半に全基再稼働するとの方向性を示しておりますが、原発の新増設につきましては、昨年

10月の記者会見において、齋藤社長が、泊発電所の新増設について考えていない旨の発言をされ

たものと承知をしておりまして、道としましても、北電から原発の新増設について相談などを受

けたことはございません。

○滝口信喜委員 次に、再稼働までの工程について伺っておきたいと思います。

北電は、2027年早期の再稼働を目指すということになっておりますけれども、防潮堤の完成、

原子力規制委員会による設計及び工事計画認可の審査、稼働後もテロ対策施設などとしての特定

重大事故等対処施設の整備、核燃料輸送用の荷揚げ場と専用道路の工事など、課題が山積してい

ると考えます。

再稼働までの工程及び再稼働後の対応について、時間軸を含めて伺っておきたいというふうに

思います。

○工藤エネルギー政策担当課長 泊発電所についてでありますが、泊発電所３号機につきまして

は、昨年７月に新規制基準に適合しているとして設置変更許可がなされたところでありますが、

原子力規制委員会では、引き続き、設計及び工事計画認可や保安規定変更認可について審査する

とともに、使用前事業者検査の確認を通じて、認可された工事が適切に行われていることを確認

するとしております。

また、北電では、2027年のできるだけ早期の再稼働を目指し、防潮堤工事等の安全対策工事を

進めているところです。

加えまして、新規制基準においては、意図的な航空機衝突等のテロ対策を求められており、特



【第３分科会 ３月16日 第４号】

定重大事故等対処施設の設置が必要となりますが、本体施設の設計及び工事計画認可から５年間

の猶予期間が設けられており、現在、規制委による審査が進められておりますほか、燃料等の事

業所外運搬につきましては、北電において新たな荷揚げ場等の基本設計の段階にあり、その後、

詳細設計や必要な手続等を進め、着工については再稼働後を見込んでいるとしているところでご

ざいます。

○滝口信喜委員 今お話がありました。北電のこれまでの規制委員会に提出する資料の数値の誤

り、また、他電力の安全性に対する信頼を揺るがす事態等々が指摘をされているところでありま

す。

規制委員会では、テロ対策施設の整備の見直し等を検討されているようでありますけれども、

言わば、テロはいつ起こるか分からない、こういう状況でありますから、施設の完成まで稼働を

認めるべきではないという声も強くあります。このことにもしっかり応えていかなければならな

いのではないかというふうに思います。

さらに、新港建設及び燃料搬入の道路などについては、まだ明確にされていない。加えて、安

全確認は規制委の再稼働審査の対象外でもあるという状況もありますので、この辺を十分にチェ

ックする必要があるということを指摘しておきます。

次に、電気料金の値下げの見通しについてであります。

北電は、電気料金を家庭用11％程度、企業向けなど自由料金を年平均７％程度下げると発表し

ました。道民の声としては、これまで、泊原発停止後、数度にわたり値上げをし、停止前と比較

しても最大５割を超える値上げとなったということからすれば、これでも足りないのではないか

という声があることも事実であります。

値下げの前提条件に不安要素も多く、実現性に疑問を抱く声もありますが、道は、北電が示し

た値下げ水準が実現できるというふうに考えていますか。道の対応について所見を伺っておきま

す。

○工藤エネルギー政策担当課長 電気料金の値下げ見通しについてでありますが、北電は、安全

対策費などの増加や再稼働に伴う費用の低減効果に加えまして、経営効率化のさらなる深掘りに

よる費用削減効果を最大限織り込んだ上で、電気料金の値下げ見通しを示しました。

道では、電気料金につきまして、エネルギー価格が高騰している中、道民の皆様の関心も高い

ことから、値下げの内容や考え方について、北電が、道民の皆様に対し、様々な機会を通じて分

かりやすく丁寧な説明を行っていただきたいこと、また、道民の皆様の負担のさらなる軽減に向

け、聖域を設けない経営効率化について可能なものから取り組むなど、最大限の努力をしていた

だき、その成果についてはできるだけ早期に道民の皆様に還元していただきたいことにつきまし

て北電に要請を行ったところです。

この要請に対し、北電からは、値下げ水準の見通しを達成できるよう不断の努力を重ねていく

などの回答があったところでありまして、道としましては、引き続き、北電の取組状況を注視し

てまいります。
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○滝口信喜委員 今、答弁がありましたけれども、改めて、電気料金値下げの前提条件を伺いた

いと思います。

それから、近々、現状はどんな見通しになっているのか、為替の相場も含めてお話をいただけ

ればと思います。

○工藤エネルギー政策担当課長 再稼働後の電気料金の値下げ見通しについてでありますが、北

電は、電気料金の値下げ見通しにおける試算の主な前提条件につきまして、小売販売電力量を年

270億キロワットアワー、為替レートを１ドル145円程度、原油ＣＩＦ価格を１バレル70ドル程度

としておりますほか、長期金利は２％、物価については毎年２％上昇としているところでござい

ます。

これらの項目につきまして、現時点では、小売販売電力量は、北電によれば2025年度の見通し

は227億キロワットアワーでありまして、為替レートは３月13日の終値で１ドル159円42銭、原油

価格は、現在、イラン情勢により高い水準で不安定な状況にありますが、３月６日に公表されま

した直近の財務省貿易統計の速報によりますと、２月１日から20日までの原油ＣＩＦ価格は１バ

レル65ドル67セントとなっており、長期金利は３月13日の終値で2.24％、物価については、国で

は、令和８年度の消費者物価の上昇率を1.9％程度に見込んでいるところでございます。

道といたしましては、為替レートや原油価格、物価、金利の変動幅を前もって正確に見積もる

ことは困難と認識しておりますが、齋藤社長からは、知事に対し、値下げ水準の見通しを達成で

きるよう不断の努力を重ねていくとの回答があったところでありまして、引き続き、北電の取組

状況を注視してまいります。

○滝口信喜委員 今、現状と数字を挙げて説明がありました。非常に厳しい状況だろうというふ

うに思っています。

そのような状況であっても、見通しの中で、販売電力量は2024年度に比べて２割増しというこ

とであります。電力広域的運営推進機関が１月にまとめた見通しでは、伸び率は１割というふう

になっています。さらに、2035年度までの今後10年の電力需要について、これは、ラピダスやデ

ータセンターなどの新増設を見込んでも12.5％の増であるというふうに公表しております。そん

な意味では、この販売電力量の２割増しというのは本当に可能性があるのかどうか。

さらには、昨年10月31日、値下げの発表をしたときの円は既に154円でした。そういった意味

では、この11％の値下げは、やっぱり、道民に対する約束だというふうに私は思います。しっか

りとした完全履行を求めるため、道は、ただ単に注視するだけではなくて、確かに長期的見通し

というのは難しい状況ではありますけれども、北電に対して、常に取組状況の協議をしっかりと

求めていくべきだということを指摘しておきます。

次に、プルサーマル発電についてお尋ねいたします。

北電の齋藤社長は、昨年７月の記者会見で、核燃料等を搬出入する荷揚げ場の完成後にプルサ

ーマル発電を進めていきたいという考えを示しました。齋藤社長は、プルサーマル計画は2009年

に道や地元４町村から事前了解を得ていると言うが、それは福島第一原発事故の前になされた了
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解であります。その後、原子力規制委員会が発足し、新しい規制基準が策定されるなど、その当

時、2009年の時代とは、原子力を取り巻く社会的環境が大きく変化をしたというふうに考えま

す。

そういった意味では、当時の事前了解を無条件に有効と考えていいものかどうか。少なくと

も、北電は、プルサーマル計画に対する振り返りを行うなど、何らかの対応が必要と考えます

が、道の考え方についても伺っておきたいというふうに思います。

○工藤エネルギー政策担当課長 泊発電所３号機におけるプルサーマルについてでありますが、

平成20年４月、北電から安全協定に基づく事前協議の申入れがありまして、道及び４町村では、

調査検討を行いまして、平成21年３月に、北電に対し事前了解の回答を行っております。

その後、平成22年11月に、北電は国からプルサーマル等に関する原子炉設置変更許可を受けま

したが、福島第一原発事故以降の原子力を取り巻く情勢の変化等を踏まえ、いま一度立ち止まっ

て整理することとし、道は、北電に対し、慎重に対応いただきたい旨、申入れをしております。

原子力規制委員会では、泊発電所３号機のプルサーマルにつきまして、ＭＯＸ燃料の使用を前

提とした重大事故等への対策が新規制基準へ適合しているかの審査を行い、炉心損傷防止対策等

が有効であることを確認の上、昨年７月に設置変更許可がなされたところでございます。

なお、昨年８月に、北電から設置変更許可の報告がありました際に、プルサーマルについて、

地域への説明から相当の期間が経過しておりますことから、改めて丁寧に地域への説明を行うな

ど、慎重に対応することなどについて、知事から齋藤社長に対し申入れを行い、齋藤社長からし

っかり対応していく旨の回答があったところでございます。

○滝口信喜委員 北電の齋藤社長は、プルサーマル発電については、北海道や泊村など地元４町

村の了解を改めて得る必要はないとの認識を示したと報ぜられております。2009年に北海道は了

解をしましたが、新規制基準以前でも、この了解は無条件で有効とするのか、甚だ疑問だという

声もあります。

また、2011年に、社員に賛成意見の投稿を促す、いわゆるやらせ問題が発覚しました。それに

伴って、発覚後、プルサーマル計画を一時凍結したというような状況でもあります。道として

は、このことをしっかり重く受け止めて、今後、対応するよう求めておきたいというふうに思い

ます。

次に、特定放射性廃棄物の最終処分場についてお尋ねをいたします。

知事は、これまで、現時点で反対の意見を述べる考えと明言しております。この間、概要調査

に前向きと報じられている寿都町長、神恵内村長が７選をいたしました。今後、どのように対応

するのか、伺います。

また、国は、南鳥島での文献調査実施について小笠原村長へ申入れを行い、先般、説明会も行

われたようであります。

知事は、これまで、国が前面に立って取り組み、調査地を拡大するよう求めてきましたが、こ

のたびの国の対応について所見を伺っておきます。
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○川畑資源エネルギー局長 特定放射性廃棄物の最終処分場についてでございますが、先般実施

されました寿都町長選挙及び神恵内村長選挙では、各候補者の様々な政策などを踏まえ、町民、

村民の皆様が御判断された結果として受け止めており、道といたしましては、道と市町村の関係

は、独立並列、イコールパートナーであるとの考えの下、引き続き、最終処分に関し、両町村と

様々なレベルで対話を重ねてまいります。

また、最終処分の問題は、原発の所在の有無にかかわらず、国民的な議論が必要であり、国で

は最終処分場は全国で１か所建設することとしておりますが、これまで調査地点に広がりが見ら

れず、結果として北海道だけの問題になってしまうことを懸念しております。

今般、国から小笠原村に対して文献調査の申入れが行われましたが、道といたしましては、最

終処分の問題は全国的な課題であるとの基本的な考えの下、エネルギー政策に責任を持つ国が、

これまで電力供給の恩恵を受けてきた消費地も含め、引き続き、全国において理解促進に努めて

いただくことが重要と考えております。

○滝口信喜委員 知事に直接お考えを聞かなければならないというふうに思います。泊３号機の

再稼働については知事総括でお聞きしたいと思いますので、委員長のお取り計らいをよろしくお

願いいたします。

それでは、次に、洋上風力発電についてお尋ねをします。

先週、金曜日の分科会でも、水間委員のほうから洋上風力の関係についていろいろ議論があり

ましたので、重複の部分は割愛してまいります。

道内における製造拠点港の候補について伺います。

製造拠点港は、組立て、保守、物流の中核となる機能集積地で、大型ブレード対応の岸壁など

の港湾インフラの高度化、さらには、立地補助金などの企業インセンティブ、産学官連携、地元

企業の参入促進などの整備が重要と考えております。

道内港湾での製造拠点港の候補となる港について伺っておきたいというふうに思います。

○滝口直人委員長 風力担当局長水戸文彦君。

○水戸風力担当局長 洋上風力に係る道内の港湾についてでございますが、洋上風力プロジェク

トは、産業の裾野が広く、事業期間も長期にわたることから、その経済効果を波及させていくた

めには、道内の港湾が最大限活用されることが重要でございます。

今年１月、北海道開発局では、道内におけるＧＸの推進や洋上風力産業の集積に向け、道内港

湾に求められる機能や役割を整理する、仮称ではございますが、北海道港湾活用ビジョンの検討

を開始する旨、発表し、先般、その中間報告の中で、開発局が各港湾管理者にヒアリングした結

果として、室蘭港と石狩湾新港が風車部材製造機能の導入を目指す意向を示していると公表した

ところでございます。

道としましては、こうした国の動向を踏まえながら、道内の港湾が最大限活用され、洋上風力

プロジェクトの経済効果を道内に広く波及させるよう、関係者と連携して取り組んでまいりま

す。
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○滝口信喜委員 次に、サプライチェーンの構築についてお尋ねをします。

発電所の立地、稼働も重要であります。加えて、やはり、関連産業の立地は本道経済にとって

極めて大きなインパクトを与えるものと考えます。日本は多くを輸入に依存している、こういっ

た状況から転換を図っていかなければならないというふうに考えます。

昨年、三橋副知事は、私の地元である室蘭市とともに欧州メーカーの製造拠点を訪れ、製造工

場誘致に乗り出しました。また、昨年11月には、室蘭市などの西胆振の自治体及び商工会議所

が、洋上風力発電の風車メーカー誘致や、近隣エリアを含めたグリーントランスフォーメーショ

ンを進めるため、室蘭・西胆振ＧＸ推進協議会を立ち上げました。

今後、洋上風力発電設備の設置やメンテナンスの拠点となる基地港湾の指定を目指す一方、欧

州メーカーなどの誘致を進め、風車部材の製造拠点化を図る方針と承知いたしております。これ

らの動きに対する所見をまず伺っておきます。

また、このたび、デンマークのベスタス社は、日本国内に風車の製造拠点を設ける方針を表明

し、３月９日に経済産業省と覚書の署名式が行われ、具体的な建設地はまだ未定でありますけれ

ども、北海道も室蘭市も出席をし、さらに福岡県、秋田県も出席をしたと聞いております。

このたびの署名式について、道の受け止めについて併せて伺っておきたいと思います。

○水戸風力担当局長 国と風車メーカーの覚書締結についてでございますが、国は、第２次洋上

風力産業ビジョンにおきまして、コスト低減や事業の完遂性を高めるため、風車の国内製造に向

けた製造拠点を形成するとともに、供給力強化に向け、北海道及び九州を挙げ、地域型サプライ

チェーン形成を推進するとしており、欧州大手風車メーカーとの連携を模索してきたものと承知

しております。

こうした中、今般の国と大手風車メーカーとの覚書締結は、本道を含む国内製造拠点の誘致に

大いに弾みになるものでございまして、これまで、副知事による風車メーカーへの訪問や地元企

業の参入促進などの取組を行ってきた本道にとりましては、製造拠点の道内誘致などの取組の後

押しになるものとして期待しております。

○滝口信喜委員 政府は、2040年までに、洋上風力の導入を30から45ギガワットとする目標を掲

げております。そのうちの３分の１に当たる10から15ギガワットが北海道の導入とされていると

いうふうに聞いております。

今後、道として、洋上風力の導入拡大や関連産業の振興、加えて、ベスタス社の進出に伴う知

事のトップセールスの誘致活動についてどのように取り組んでいく考えなのか、伺っておきたい

と思います。

○滝口直人委員長 経済部ゼロカーボン推進監田中仁君。

○田中経済部ゼロカーボン推進監 洋上風力の導入促進についてでございますが、本道は国内随

一の再エネポテンシャルを有し、その切り札であります洋上風力の導入促進を図ることは、ゼロ

カーボン北海道の実現には不可欠であると考えてございます。

道では、促進区域に指定されました松前沖、檜山沖をはじめ、先月、法定協議会を開催した石
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狩市沖など、各海域のプロジェクトについて、地元関係者の皆様と丁寧に協議を重ねながら推進

を図りますとともに、副知事によります企業訪問など、地域への波及効果が極めて大きい風車製

造拠点の誘致に向けた取組のほか、地元企業の参入促進やサプライチェーンの形成などについ

て、地元の関係者の方々と一体となって進めてまいりました。

今後とも、風車製造拠点誘致や関連産業集積によりまして、経済効果が道内に広く行き渡るよ

う、関係者の方々と連携し、誘致実現やサプライチェーン形成に向けた適時的確な取組を丁寧に

進めていく考えでございます。

○滝口信喜委員 それでは、次に、道立高等技術専門学院、いわゆるＭＯＮＯテクについて伺っ

ておきます。

これらの課題につきましても、入校者の確保などの取組について、藤井委員のほうからも論議

がありましたので、重複の部分は割愛をさせていただきます。

ＭＯＮＯテクの運営方針でありますけれども、これまでは、平成31年策定の運営方針に基づい

て訓練内容の見直しや入校者の確保に関する取組を実施してきたと承知しております。それらの

取組実績などを踏まえ、今回、新たな運営方針を策定するため、今、パブコメを行っているとい

うふうに認識をしております。

今回の運営方針の特徴について伺うとともに、入校者確保という課題の解決に、この方針がど

う寄与するのか、伺っておきたいというふうに思います。

○滝口直人委員長 産業人材担当局長森秀生君。

○森産業人材担当局長 ＭＯＮＯテクの運営方針についてでありますが、近年、少子化の進行な

どにより、ＭＯＮＯテクの入校生は減少が進み、その設備や人員といったリソースが十分に活用

されておらず、地域の人材ニーズに十分に応えられていないことが課題となっております。

このため、次期運営方針におきましては、ほかのＭＯＮＯテクや科目間の連携による設備、指

導員の有効活用や訓練効果の向上、企業、地域のニーズを踏まえました民間と連携した訓練の実

施など、訓練内容の不断の見直しを行いながら、ＭＯＮＯテクの魅力や強みを伝える発信力の強

化を図るなど、入校生の確保対策を進めることとしているところでございます。

加えまして、新たな取組といたしまして、訓練生と企業従業員が一緒に学ぶ合同訓練の実施に

よる在職者の人材育成や、離職者、転職者、親世代などターゲット層に応じた内容や媒体を活用

しました情報発信による認知度の向上を図ることとしており、こうした取組を通じて訓練内容の

充実と入校生の確保に努めてまいります。

○滝口信喜委員 ＭＯＮＯテクのすばらしさ、そして、就職率が高く、離職率は低い、こういう

非常に高い評価があります。しかし、ＭＯＮＯテクの認知度を高めるといいましょうか、知って

もらう機会というのは非常に少ないのではないかというふうに思います。

そういう意味では、今もちょっとお話がありましたけれども、中小企業の新入社員や若手社員

を対象にした技能講習や、企業への短期講習の売り込みを積極的に進めるべきではないかという

ふうに考えます。そのことによってＭＯＮＯテクの認知度を高め、入校者確保につなげる一助に



【第３分科会 ３月16日 第４号】

すべきというふうに考えますけれども、これらについての考え方を伺っておきたいというふうに

思います。

○森産業人材担当局長 企業の在職者を対象とした訓練についてでありますが、道内のものづく

り産業は、他の産業と同様に人手不足の状況にあり、企業から、自社で社員教育をする余裕がな

いとの声も多い状況にありますことから、ＭＯＮＯテクの人員や設備といったリソースを活用し

た在職者向け訓練の実施を通じまして、地域の企業等のニーズに応えますとともに、ＭＯＮＯテ

クの認知度を向上していくことが重要と認識しております。

このため、道では、次期運営方針に基づき、来年度から、複数のＭＯＮＯテクにおいて、溶接

や電気工事などの分野で、新入社員等を対象に、訓練生と企業の従業員が一緒に学ぶ合同訓練の

実施を予定しており、こうした取組を通じまして訓練生の確保に努めてまいります。

○滝口信喜委員 ダブルスクールの取組についてお尋ねをします。

昨年、ＭＯＮＯテク札幌と通信制の星槎国際高校が連携協定を結んで、星槎国際高校の生徒が

平日にＭＯＮＯテク札幌での職業訓練を受け、土曜に星槎国際高校に通う、いわゆるダブルスク

ールの取組等を進めているという報道がありました。その取組状況について伺っておきます。

また、そうしたダブルスクールは、定時制高校でも可能性があるのではないかというふうに考

えますけれども、これらに対する働きかけについても併せて伺っておきたいと思います。

○滝口直人委員長 職業訓練担当課長黒田尚子君。

○黒田職業訓練担当課長 ダブルスクールの取組などについてでありますが、単位制・通信制高

校で、土曜コースやオンラインコースなど多様な修学方法を持つ星槎国際高等学校とＭＯＮＯテ

ク札幌は、令和７年10月に、就職支援等に関する連携協定書を締結し、生徒への就職支援やＭＯ

ＮＯテクでの体験実習、在学中の職業訓練、いわゆるダブルスクールを希望される生徒への情報

提供などについて連携を図ることとし、令和８年度の具体的な取組に向けて検討、調整を進めて

いるところでございます。

一方、定時制高校は、週５日の通学を要する場合が多く、同様に週５日訓練を実施しておりま

すＭＯＮＯテクとのダブルスクールは、生徒の負担が大きくなるなど実現には課題があると考え

ておりますが、ものづくり関連の技能の習得に意欲のある、より多くの方々にＭＯＮＯテクを選

択して入校いただけますよう、効果的な周知、ＰＲに取り組んでまいります。

○滝口信喜委員 今、答弁がありました。なかなか、定時制との連携については、様々な課題を

抱えておりますけれども、ぜひ、道教委だとか定時制高校ともしっかりと意見交換をしていった

らいかがかなというふうに思います。

次に、訓練機器の更新についてお尋ねします。

ＭＯＮＯテクで職業訓練に必要な機器の大部分は、一括購入して長期間使用している例が多い

というふうにお聞きをしております。しかし、今の機器の技術革新のスピードは速く、企業の現

場が求める技術、それに対する機器がなかなか整備されていない。購入ではなくて、早めの更新

が可能なリースで対応すべきではないかというふうに考えますけれども、所見を伺っておきたい
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と思います。

○黒田職業訓練担当課長 訓練機器の更新についてでありますが、ＭＯＮＯテクの職業訓練で必

要とする機器には高額なものも多いことから、長期間使用している機器も多い状況にある中、国

の補助金などを活用しながら、年4000万円程度の予算で、緊急性、必要性を勘案し、計画的に更

新や修繕に努めるほか、企業の協力を得ながら、インターンシップなどを活用し、ＭＯＮＯテク

には設置されていない機器を学習する機会づくりに取り組んでいるところでございます。

リースの活用は、初期投資費用が抑えられるメリットがあります一方で、機器の特殊性から、

リース対応できる機器が限られますことや、リースの料金や契約期間によりましては、購入より

支払い総額が高くなるなどの課題があると考えております。

道といたしましては、ＭＯＮＯテクにおいて、引き続き、質の高い訓練が実施できるよう、国

に対し、必要な予算の措置の要望や、業界団体や企業との連携を図りますとともに、可能なもの

に対するリースの活用の比較検討など、あらゆる手段を通じて訓練環境の整備に努めてまいりま

す。

○滝口信喜委員 今お話がありました。補助金を活用するということも分かります。購入よりリ

ースのほうが支払い総額が高くなるというのは、別にこれに限ったことではないのじゃないかと

思いますね。一般的にそうなると思います。やはり、各企業からも、学院にはなかなか珍しい機

械がありますねと私もよく言われるのですよ。ということは、今はもう、企業ではそういう機械

を使っていないということなのですね。ですから、やっぱり、魅力度を高めるという意味でも、

機器の更新については、ぜひ取組を進めていただきたいというふうに思っております。

これまでいろいろ論議をしてまいりました。入学者確保というのは、喫緊の課題であり、しか

も極めて重要な課題であります。中には、20人の定員に対して２名というところもありまして、

私どもは地元に学院がありますから、本当に学院の存亡に関わる事態だと考えております。

例えば、令和８年度から12年度までの運営方針を踏まえてしっかり対応するということであり

ますけれども、地域によっては、室蘭もそうでありますが、給付金制度を含めた対策で何とか入

校生を支援していこうという動きもあります。道内では少ないわけでありますけれども、さらに

は、今お話をしました機器の更新、企業との研修を含めた対応など、ありとあらゆる方策をしっ

かり駆使しながら、道内のものづくり産業に貢献する人材を輩出されることを強く望むものであ

ります。

今後の取組と確固たる決意を伺っておきたいと思います。

○水口経済部長 今後の取組についてでございますが、本道では、人口減少や少子・高齢化の進

展により、ものづくり産業をはじめ、多くの業種において人手不足が深刻化しておりまして、本

道経済の活性化に向けましては、その担い手となる人材の育成に努めることが急務と認識してお

ります。

このため、道では、次期運営方針において、ものづくり関係の８校１分校、33訓練科体制を基

本としながら、ＭＯＮＯテク間のネットワークの活用による訓練効果の向上や、企業・地域ニー
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ズを踏まえた民間との連携による訓練、ＭＯＮＯテクの指導員や設備といったリソースを活用し

た合同訓練など、訓練内容の不断の見直しを行うこととしており、今後とも、ハローワーク、市

町村、地元企業など地域との連携を一層強化しながら、地域の産業を支える中核的な人材育成機

関の役割をしっかりと果たしていけるよう努めてまいります。

○滝口信喜委員 それでは、次に、観光振興についてお尋ねをしてまいりたいというふうに思い

ます。

最初に、道民旅行の促進策について伺います。

道内客減少の背景と分析及びその対策についてであります。

令和７年度の上期の観光入込客数調査で、2024年同期と比較し、外国人は約13％の増加、国内

の道外客は８％減少、とりわけ全体の８割強を超える道内客は12％減少の落ち込みと、私にとっ

ては非常に衝撃的でありました。

道内客減少の分析、並びに、道内の宿泊者数の約５割を占める道内客の積極的な道民旅行の推

進策について、まず伺っておきたいと思います。

○滝口直人委員長 誘客推進担当課長山﨑賢一君。

○山﨑誘客推進担当課長 道内客減少の分析と対策についてでございますが、令和７年度観光入

込客数調査によりますと、令和７年４月から９月までの上期におきまして、外国人客は増加した

ものの、長引く物価高騰等の影響などにより、道内客は前年同期との比較で約12％の減少となっ

ており、中でも、ニセコや倶知安、美瑛などの外国人が多く訪れる地域におきまして大きく減少

していると認識しております。

道といたしましては、これまでのＳＮＳによる情報発信などの取組に加えまして、来年度、道

内の経済団体や観光関連事業者等との連携の下、人流や消費データなども活用し、分析、検証し

ながら、交通媒体やデジタルサイネージを活用した情報発信などプロモーションの強化により、

道民の皆様のさらなる道内旅行の促進に力を入れてまいります。

○滝口信喜委員 今、答弁がありました。ニセコ地区が減少していると。これは、高額だという

ことではないかと思います。その他の地域の減少の分析も必要なことではないかと思います。

やはり、道民は、物価高でなかなか旅行に行けないという状況にありますし、また、休日等の

休み方の関係もあるのではないかというふうに思います。答弁で物価高騰の影響と述べられたの

ですから、それが大きな要因であれば、やっぱり、低額での旅行を打ち出す必要があるのではな

いかというふうに私は思っております。今お話があったように、情報発信、呼びかけ、キャッチ

フレーズの作成、これを聞いたとき、これでどのような効果が期待できるのかと、やっぱり、パ

ンチ力に欠けるなというふうに私は思います。

これは、ごく一例ですけれども、閑散期の平日、地域偏在対策も含めた、どうみん割を検討す

るとか、例えば、７月17日は「北海道みんなの日」―「道みんの日」、東京は「都民の日」

が休みらしいですけれども、やっぱり、北海道の歴史、自然、文化を再発見する取組に対するど

うみん割等々、具体的に、しかも実効ある対策を講じて、道内客の需要喚起を進めることを検討
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してはいかがかなというふうに思いますけれども、お尋ねをしたいと思います。

○山﨑誘客推進担当課長 道内客の需要喚起についてでございますが、道では、これまで、道内

の観光関連事業者が取り組まれている道民向けの宿泊旅行キャンペーンにつきまして、道のホー

ムページやイベント等を活用して周知を図るなどの支援をしてきたところでございます。

道といたしましては、本道観光を取り巻く昨今の状況を踏まえまして、来年度、道民の皆様に

向け、道内の観光関連事業者が取り組まれている道民向け割引などの取組のほか、道内各地の魅

力ある自然や食、イベントなど、旬の地域情報の発信の一層の強化により、道民の皆様の道内旅

行の需要喚起に努めてまいります。

○滝口信喜委員 今、答弁がありましたけれども、道民向けの宿泊旅行キャンペーンについて周

知を図ると。民間事業者が取り組まれているものの周知ですね。しかし、これに対する支援とい

うことは考えていないのでしょうかね。さらには、今、皆さん方がやろうとする需要喚起につい

て見てみますと、本当にこれで12.数％の減少をどう盛り上げることができるのか、非常に疑問

であります。しっかりとした目標値を持って、具体的な対策を求めておきたいというふうに思い

ます。

次に、バリアフリー観光についてお尋ねをします。

道は、平成30年にバリアフリー観光推進方策を策定し、様々、取り進めてきたと。その後、令

和４年３月に、令和７年度までの５年間とするバリアフリー観光推進方策を策定して、今日まで

取り組まれてきたというふうに思いますけれども、これまで、意見交換の場を設定して様々な意

見も伺ってきたということも聞いております。

しかし、現状は、施設のバリア解消が進んでいない、人材不足、介助などの十分な人員を配置

できない、移動手段の連続性に係るバリアフリーが未整備、段差の数やトイレの形状などの情報

の不透明性、多言語対応のバリアフリーの情報不足等々、関係者からは、ハード、ソフトの面で

も様々な課題が指摘をされています。

これまでの取組に関する検証は、毎年度、展開方向ごとに取組状況を取りまとめ、推進状況を

管理すると承知しておりますけれども、検証結果について、加えて、それらを踏まえて新年度予

算に具体的にどう反映されたのか、伺っておきたいと思います。

○滝口直人委員長 観光地づくり担当課長塚本昌章君。

○塚本観光地づくり担当課長 バリアフリー観光の推進に向けた取組についてでございますが、

道では、バリアフリー観光の推進に関し、道や市町村、観光関連事業者等の方々からの御意見を

伺いながら検討を行ってきているところでございまして、バリアフリー観光に関わる人材不足の

ほか、観光関連施設や移動に係るバリアフリー対応のさらなる促進などの課題があるものと認識

しております。

道といたしましては、これまで、バリアフリーに関するセミナーの開催や地域が行う取組に対

する支援などを行っているところでございますが、今後は、こうした取組に加えまして、宿泊税

を活用し、観光関連事業者が行います、スロープや手すり等、安全、安心に資する設備などにつ
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きましても支援を充実するなど、誰もが安心して旅行を楽しめるための環境整備の推進に努めて

まいります。

○滝口信喜委員 新年度予算で取り組まれるようでありますけれども、もう少し予算の総額、具

体的事業などについて伺います。

加えて、その事業は、多分、バリアフリーだけではないと思いますので、全体的な事業になる

と思いますけれども、バリアフリーの対応の申請をどの程度予測しているのか、伺っておきたい

と思います。

○塚本観光地づくり担当課長 来年度の取組などについてでございますが、道では、ソフト面の

課題解決に向けて、情報発信や、観光関連事業者などを対象としたバリアフリー対応のノウハウ

を習得するためのセミナーの開催等をユニバーサルツーリズム推進事業費による支援に加えまし

て、ハード面の課題解決に向けまして、来年度、宿泊税を活用いたしまして、観光地づくり加速

化補助事業費として９億4518万7000円を措置し、この中で、観光関連事業者が行うスロープや手

すりのほか、貸出用の車椅子、ベビーカーの導入などを補助対象としたところでございます。

道といたしましては、バリアフリー観光を取り巻く環境の変化を踏まえまして、安全、安心に

資する設備などの支援の充実化を図ることにより、誰もが安心して旅行を楽しめるための環境整

備の推進に努めてまいります。

○滝口信喜委員 今、答弁がありました。９億4500万円ぐらいです。これは、四つの項目の中の

一つの、旅行者の安全、安心ということで、スロープや手すりなどに200万円の上限で補助率２

分の１という、このことだろうと思うのです。先ほど、私は、バリアフリー観光でどんなところ

が不足しているかということを幾つか列挙いたしました。これらに比べると、非常にささやかな

予算の在り方だなというふうに思います。そういう意味では、やはり、しっかりとしたユニバー

サル化というものを求めていく必要があるのではないかというふうに思います。

昨年の第３回定例道議会における我が会派の代表質問に対して、三橋副知事からは、初年度の

税収は平年度より徴収期間が短くなるため、宿泊・観光施設等のユニバーサル化については今後

の検討項目として整理するという答弁がありました。次年度以降、やるということなのだろうと

思いますけれども、いわゆる推進方策を格上げし、新たな計画を策定してユニバーサル化を位置

づけ、北海道ならではのバリアフリー観光をぜひ推進すべきと考えますが、所見を伺います。

○滝口直人委員長 誘客担当局長金盛修君。

○金盛誘客担当局長 バリアフリー観光の推進についてでございますが、道では、次期観光のく

にづくり行動計画の施策の柱の一つであります受入環境の整備におきまして、ユニバーサル対応

を重要な項目と位置づけ、重点的に推進する施策の方向性として明確化したところでございま

す。

道といたしましては、今後とも、関係機関などの意見も伺いながら、来年度、宿泊税を活用

し、高齢者や障がいのある方々、乳幼児連れの方々、誰もが安心して快適に旅行を楽しめるバリ

アフリー観光の推進に取り組んでまいります。
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以上です。

○滝口信喜委員 今、計画の策定には特に触れない答弁でありました。

それでは、令和４年からの推進方策は令和７年度で終了しましたが、令和８年度は、新たな推

進方策をつくるのかどうか。そして、少なくとも、新たな推進方策をつくって、令和９年度に政

策をしっかり実行していくという、宿泊税を活用したユニバーサル化というものを進めるべきと

考えますけれども、この新しい推進方策を策定するのかどうか、お尋ねします。

○金盛誘客担当局長 バリアフリー観光の推進についてでございますけれども、道では、次期観

光のくにづくり行動計画の施策の柱の一つであります受入環境の整備におきまして、ユニバーサ

ル対応を重要な項目と新たに位置づけまして、観光関連施設のバリアフリー化の促進、高齢者や

障がいのある方々などのサポート体制の充実を重点的に推進する施策の方向性として明確化した

ところでございます。

道といたしましては、今後とも、関係機関の御意見なども伺うとともに、取組の検証を行い、

誰もが安心して快適に旅行できるための一層の環境整備を進めるなど、バリアフリー観光の推進

に取り組んでまいります。

○滝口信喜委員 今、答弁がいろいろありましたけれども、結局、観光のくにづくり行動計画に

位置づけているから、推進方策は令和８年度からはつくらないという、こういう理解でいいです

か。

○金盛誘客担当局長 バリアフリー観光の推進ということでございますけれども、道といたしま

しては、今後とも関係機関の御意見なども伺いながら、誰もが安心して快適に旅行できるための

一層の環境整備を進めるなど、バリアフリー観光の推進に努めてまいります。

以上です。

○滝口信喜委員 何度聞いても同じ答弁ですから、次に移ります。

アドベンチャートラベルについてであります。

令和５年のアドベンチャートラベルワールドサミットにおいて、北海道のポテンシャルが関係

者から高い評価を受けたということはすばらしいことだというふうに思います。

現行の第５期北海道アウトドア活動振興推進計画の指標として令和５年に新設をした、北海道

アドベンチャートラベルガイド資格保持者数の実績値は目標値に及ばない一方で、次期計画では

目標値を倍の200人としております。素案に対するパブコメでは、ガイドの収入が低く不満だ、

北海道アウトドアガイド資格保持者及び北海道アドベンチャートラベルガイド資格保持者に奨励

金を加算すべきとの意見も寄せられているようであります。

この間の取組をどのように評価、検証し、次期計画の下、アドベンチャートラベルをどのよう

に推進するのか、伺っておきます。

○金盛誘客担当局長 アドベンチャートラベルの推進方策などについてでございますが、道で

は、現行の第５期北海道アウトドア活動振興推進計画の下、ガイド人材の育成や、旅行商品の造

成などを進めてきており、こうした中、本道では、海外客が来道中にアクティビティーを楽しむ
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割合が増加し、海外需要の拡大が見込まれる一方で、その取り込みには、一層のガイド人材の育

成確保など、受入れ体制の強化が必要と認識しております。

このため、来年度からスタートいたします第６期計画の策定に当たりましては、計画の名称に

「アドベンチャートラベル」を加えまして、その振興を積極的に推進する考え方を示しますとと

もに、海外需要の取り込み強化や国際水準のガイド人材の育成確保などを施策の柱として打ち出

したところでございます。

道といたしましては、引き続き、アジアを含む海外に向けましたプロモーションを進めるとと

もに、ガイド人材の確保に向けまして、英語力やガイド技術に関する研修のほか、ガイドの収入

増に向け、経営能力向上に関する研修を実施するなど、アドベンチャートラベルのさらなる推進

を図るための施策を効果的に展開し、本道観光の一層の高付加価値化に取り組んでまいります。

○滝口信喜委員 このアドベンチャートラベルは、やっぱり、需要規模をどう予測するかという

のが、様々な政策を打つ上で大変必要なことではないかというふうに思います。道のホームペー

ジでは、世界のアドベンチャートラベル市場は70兆円と記されております。現状は、拡大し、

180兆円を超えるとも言われております。

道の第６期観光のくにづくり行動計画では、2030年の観光消費額を２兆7000億円というふうに

設定しておりますが、道として、このアドベンチャートラベルの需要規模予測、需要規模をどの

ように予測をしようとしているのか。この予測をしなければ、なかなか具体的な対策、対応とい

うのを打っていけないのではないかというふうに思います。見解を求めておきます。

○塚本観光地づくり担当課長 アドベンチャートラベルの需要規模についてでございますが、令

和６年のアドベンチャートラベルの全世界の市場規模に関しまして、業界団体のＡＴＴＡは１ド

ル155円換算で約180兆円としておりますが、その推計方法や、国、地域別の推計につきましては

公表されていないところでございます。

このため、道では、第６期北海道アウトドア活動・アドベンチャートラベル振興推進計画案に

おきまして、観光消費額単価が高い海外客１人当たりのガイドやアクティビティーの経費を含み

ます娯楽・サービス消費額を主な目標指標とし、令和６年度の実績値である8339円から、全国平

均値である１万1000円への引上げを目指すこととしたところでございます。

道といたしましては、今後、アドベンチャートラベル関連施策の効果的な推進を通じまして、

低い水準にとどまっています娯楽・サービス消費額の単価の引上げを図ることによりまして、第

６期北海道観光のくにづくり行動計画案に掲げます2030年の観光消費額２兆7000億円の目標達成

に向けて力を入れてまいります。

○滝口信喜委員 今、答弁がありましたけれども、令和６年度の実績値である8339円から、全国

平均値の１万1000円への引上げを目指すという話をしておりましたが、この金額では果たしてガ

イド料というのは一体どのぐらいになるのかというのが不安であります。さらなる取組を求めた

いと思いますし、観光振興について、知事総括でしっかり議論をしてまいりたいと思いますの

で、委員長、どうぞよろしくお願いいたします。
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○滝口直人委員長 滝口(信)委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了

いたしました。

道見泰憲君。

○道見泰憲委員 それでは、早速、質問をさせていただきます。

宿泊税についてであります。

今回の質問は、昨年の第４回定例会における一般質問で取り上げた宿泊税の基金創設について

の質問と答弁を振り返りながら、本施策についての議論を深めたいと考えています。

まず、基金内において積立ては行わず、毎年度、使い切る運用とされた点については、一定の

前進として評価をしたいと思います。提案内容に対して折衷案的な要素は残りましたが、これか

ら質問する数点と併せながら、将来に拡大解釈の余地を残さぬ毅然としたルールづくりに努めて

いただきたいと願っておるところであります。

最初に、宿泊税は誰のためなのかについて、前回の質問に引き続き、整理をしておきたいと思

います。

宿泊税は、宿泊者のための税なのであり、特に、その７割を北海道民に御負担いただいている

という特性を持つ税であることを忘れてはなりません。宿泊者が負担し、その負担が宿泊者自身

の利便性や満足度の向上として直接還元されること、これこそが本税の最大の正義であると考え

ています。

なぜなら、市町村や業界からの要請、道職員の異動等、言い換えれば時の経過によって基準や

焦点がずれていくことが容易に想定されるからでもあります。宿泊税は誰のために施行されるの

か、その目的を履き違うことのないよう、どのような策を施すのかを最初に伺います。

○滝口直人委員長 観光事業担当課長秋元宏文君。

○秋元観光事業担当課長 宿泊税の目的についてでございますが、道では、宿泊税が目的税であ

るという趣旨に鑑み、納税者の受益と負担の関係が明確であることが必要であると考えておりま

して、宿泊者の受益という点で関連性が整理できる施策に宿泊税を充当するという、税充当の原

則的なルールによりまして施策を検討することとしております。

このため、道では、宿泊者の方々のニーズをはじめ、市町村や事業者の方々の御意見を基に取

りまとめた宿泊税充当施策の基本的な考え方に沿って、宿泊者の受益との関連性を十分考慮しな

がら各施策を具体化し、今般、宿泊税充当事業として提案させていただいたところであり、今後

とも、こうした検討過程を基本に、宿泊税を活用する施策が宿泊者の受益につながるものとなる

よう取り組んでまいります。

○道見泰憲委員 最大の正義については、皆さんの後輩に当たる後の執行者たちには確実に申し

送り続けることと、常に客観的に外部評価を受け続けることを、ここで明確に約束していただき

たいと思っております。この点については、念を押して申し上げておきます。

次に、宿泊者のニーズの把握や使途の健全性の担保について伺います。

道は、宿泊者へのアンケート等を基礎として取りまとめながら、道がニーズを把握し、透明性
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を確保し、地域の課題や実態を踏まえた上で施策展開するために、市町村や事業者の皆さんと意

見交換を行うと説明しております。この仕組みでは、いつの間にか、宿泊者のニーズが市町村や

事業者側のニーズへとすり替わってしまうおそれが考えられます。

実は、市町村や事業者の皆さんは、宿泊者の意向を把握できる側にいると同時に、宿泊税を使

う側でもあるために、広域的で客観的な視点を担保するには十分とは言えない側面があるのでは

ないでしょうか。一体、誰が、先ほど伺った最大の正義を確保することができるのでしょうか。

私は、次のように考えます。それは、道でも市町村や事業者の皆さんでもありません。それ

は、制度設計の段階で徹底的に議論され、明文化されるべき原理として最大の正義があると考え

るからであります。道は、常に最大の正義に照らして、宿泊者のニーズの把握や使途の健全性を

確保しなければならないと考えます。道が示す原則的なルールも立派だとは思いますけれども、

後の執行段階において拡大解釈がなされる可能性が残ります。だからこそ、最大の正義を徹底し

て申し送ることが欠かせないのだと考えます。

少なくとも、宿泊者の負担と施策との関連性が客観的に説明できることを制度上の要件とすべ

きではないでしょうか。見解を伺います。

○秋元観光事業担当課長 使途の健全性の確保についてでございますが、宿泊税の充当施策は、

目的税としての趣旨に鑑み、使途の検討過程については透明性を確保することが重要と認識して

おります。

このため、道では、道民の皆様や宿泊者の方々へのアンケートに加え、市町村や事業者の方々

との地域意見交換会を公開で開催したほか、宿泊税充当施策の基本的な考え方については、地域

の観光を取り巻く実情や課題、ニーズの把握を行い、取りまとめ、道議会での御議論を踏まえ、

段階的に検討を進めてきたところでございます。

本定例会で提案した宿泊税充当事業は、目的税の趣旨であります宿泊者の受益との関連性を施

策ごとに確認し、具体化したものでありまして、道といたしましては、今後の施策検討において

も、こうした検討過程を基本に、施策の進捗状況や効果なども適時適切に公表するなど、健全性

と透明性の確保に努めてまいります。

○道見泰憲委員 次に、宿泊税の増税についても伺っておきます。

昨年の第４回定例会における質問でも申し上げました。私は、将来における宿泊税の増税につ

いて反対の立場を取るものではありません。

しかし、昨今、東京都議会で議論されている宿泊税の増税について、旅館・ホテル業界団体か

らの要請を契機としている点に違和感があると申し上げているのであります。宿泊税を支払って

いただく側の旅行者の皆さんからならまだしも、宿泊税を活用する側の市町村や事業者の皆さん

からの要請で増税検討を始める経緯が腑に落ちません。

将来、道においても宿泊税の増税が視野に入ることは容易に想定ができます。しかし、それ

は、集まったから何に使うのかを決めるのではなく、施策の内容が決まるから幾ら集めなければ

ならないというのが手順であるはずです。増税は、結果論として生じるものではなく、目標とす
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る姿の達成度を客観的に測った上で判断されるものでなければならない。道が、宿泊者の皆さん

へのアンケート等を通じて把握し続けなければならないものと考えます。客観的指標をあらかじ

め定めておくべきではないでしょうか。満足度なのかもしれないし、道が、宿泊者負担と受益の

直接的連動という原則、すなわち最大の正義に照らして定める計画の達成度なのかもしれませ

ん。

改めて申し上げると、増税の有無を問うているわけではありません。想定され得る増税につい

て、今から正しく向き合うことが必要であると提案をしております。道の見解を伺います。

○滝口直人委員長 観光事業担当局長上野修司君。

○上野観光事業担当局長 宿泊税の見直しについてでございますが、宿泊税条例では、条例施行

後５年ごとに、取組の推進状況、社会経済情勢の推移等を勘案し、条例の規定について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずることとしているところでございます。

道といたしましては、今後、将来的な見直しに向けまして、宿泊税導入後、税を御負担いただ

く納税者の皆様の声などをお伺いし、地域の観光を取り巻く実情や課題、ニーズの把握を行いま

すとともに、北海道観光のくにづくり行動計画における目標指標や施策の進捗状況、また効果な

ど、条例の施行状況を勘案しながら、本道観光の振興に必要な制度の在り方につきまして検討を

深め、適切に対応してまいります。

○道見泰憲委員 指摘をします。

道は、本定例会でいまだに議論されているさなかであって、具体的な施策が決まっていないに

もかかわらず、本年４月から宿泊税の徴収を開始すると公表しています。これでは、目的と施策

について健全性や透明性を確保することは難しいのであります。予算ありきの施策ではなく、施

策ありきの予算でなければならないことからも分かるように、早期のうちに手順の転換を実現さ

せていただきたいと願っています。

最後に、これらを踏まえて、具体的な施策についての提案をさせていただきます。

今回の質問では、３点について伺いました。これらを制度的に担保していくために、道が宿泊

者の皆さんから聴取したアンケート結果等の公表を制度として義務づける考えはないのか。ま

た、今回の議論の成果を条例等に明記し、着実に申し送っていく考えがないのかについて見解を

伺います。

○滝口直人委員長 経済部観光振興監阿部正幸君。

○阿部経済部観光振興監 宿泊税の使途の検討についてでありますが、道では、宿泊税充当施策

の検討に当たりましては、目的税の性質に鑑みまして、宿泊者の受益を確保しながら、地域の課

題や実態を踏まえた施策の展開となりますよう取組を進めることが重要であると考えておりま

す。

こうした認識の下、道では、宿泊税充当施策の取扱要綱におきまして、納税者となる宿泊者の

方々などのニーズを踏まえ、振興局ごとに市町村や事業者の方々との意見交換を行いまして施策

を検討する旨を定めまして、取り組んできたところでございます。
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道としては、今後、この取扱要綱を改正いたしまして、宿泊者はもとより、道民に向けまし

て、宿泊者アンケートや地域意見交換会の実施結果などを公表する考えでございまして、来年度

以降も、検討過程の透明性を一層確保しながら、施策の検討にしっかりと取り組んでまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○道見泰憲委員 最後に、指摘を加えます。

宿泊税に関する議論は、十分な時間が費やされたものの、なかなか着地まで難航した印象が残

ります。それは、この４月から施行されようとしている段階においても不満がくすぶり、一方を

立てればもう一方が立たずというジレンマを生じているのが現状でしょう。本来は、使途が明確

にされていないのですから、４月からの徴収を遅らせてもよいほどなのであります。

ここで、一つ提案をしておきます。

それは、第三者機関の設置についてです。宿泊者の利益や利便の確保を目的として、検討され

た施策の審査や施策の効果などを評価していただくための機関です。それは、市町村や事業者は

もとより、道も含まない独立した機関であることが前提です。施策の健全性や透明性を道職員に

のみ課すことは、人手不足の昨今では難儀なことだと思うのであります。今回の質問に仕立てて

答弁していただくのも一手でありましたが、この点については今後の議論に持ち越すことといた

します。引き続き、宿泊税については注目して取り扱っていくことを宣言して、質問を終わりま

す。

ありがとうございました。

○滝口直人委員長 道見委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

田中英樹君。

○田中英樹委員 それでは、通告に従いまして、以下、簡潔に伺ってまいります。

初めに、観光政策についてであります。

さきに、道は、第６期北海道観光のくにづくり行動計画の案を示されました。宿泊税と軌を一

にしてスタートするこの計画は、観光業が幅広い分野の産業に経済効果が及ぶことも相まって、

今後の北海道の発展に大きく影響を及ぼすものと考えます。そこで、計画策定の考え方などにつ

いて、以下、伺ってまいります。

まず、現計画における指標の達成状況について伺います。

○滝口直人委員長 観光局長佐々木敏君。

○佐々木観光局長 現行計画の指標の達成状況についてでございますが、現行の観光のくにづく

り行動計画においては、コロナ禍において甚大な影響を受けた観光産業の振興に向けまして、需

要の回復を目指しつつ、新たな需要の獲得などに向けた観光の高付加価値化や、アドベンチャー

トラベルの推進などに取り組んできたところでございます。

現行計画における目標指標の達成状況については、外国人客の観光入り込み客数の実人数や、

道央圏以外の宿泊客延べ数、道外客の観光消費額単価などについては目標を達成しているもの
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の、道内客、道外客の観光入り込み客数の実人数や宿泊客延べ数のうちの国内客数、道内客の観

光消費額単価などについては達成には至っていない状況となっております。

○田中英樹委員 次に、第５期計画の評価についてであります。

指標の達成状況を伺いましたが、全体としてどのような課題と成果があったと考えているの

か、伺います。

○佐々木観光局長 現行計画の課題等についてでございますが、道においては、現行計画の期間

中、観光の高付加価値化などに積極的に取り組み、令和６年度の全道の宿泊客延べ数は過去最高

となったほか、外国人の来道者数や消費額単価は過去２番目の水準となるなど、コロナ禍からの

回復が見られているところでございます。

一方で、道内客をはじめとします国内客数は、長引く物価高騰などの影響により減少傾向にあ

るほか、観光需要の道央圏への集中といった地域偏在や、春や秋の誘客が課題といった季節偏在

などの構造的な課題に加えまして、慢性的な人材不足や複雑化するグローバルリスク、さらに

は、今期の冬にも発生いたしました雪害への対応といった観光客の安全、安心などの課題もある

ものと認識しております。

○田中英樹委員 いろいろ課題があるわけでございますけれども、次に、第６期計画の考え方に

ついてであります。

これまでの課題等を踏まえ、次期計画をどのように見直したのか、伺います。

○佐々木観光局長 次期計画の考え方についてでございますが、このたびお示ししております次

期観光のくにづくり行動計画案は、本道観光の現状を分析した上で、観光審議会での御議論をは

じめ、全道各地での市町村や観光関係事業者などとの意見交換会やヒアリング、パブリックコメ

ントなどを経て取りまとめたものでございます。

次期計画におきましては、地域偏在や季節偏在をはじめとする本道観光の課題解決に向け、こ

れまでの取組に加え、新たに導入する宿泊税も活用し、観光コンテンツ、観光サービス基盤、観

光インフラ、安全・安心と共生、誘客活動と情報発信の五つの柱を基に施策を推進するととも

に、目標指標の項目を見直し、地域経済を支える観光関連産業の持続的な発展に向けて取り組ん

でいくこととしております。

○田中英樹委員 次に、次期指標設定の考え方についてであります。

来訪人数だけではなく、消費額や満足度、地域の受け止めといったＫＧＩを立てております

が、指標設定の考え方とその根拠について伺います。

○佐々木観光局長 次期計画の目標指標についてでございますが、目標指標につきましては、裾

野が広く、地域経済を支える観光関連産業の発展に向けまして、観光消費額単価と観光入り込み

客数から算出する観光消費額を第１に掲げたところでございます。

また、本道観光の構造的な課題であります地域偏在に係る指標といたしまして、道北及び道東

の宿泊客延べ数を、季節偏在に係る指標といたしまして、観光需要が落ち込む第１四半期及び第

３四半期の宿泊客延べ数をそれぞれ目標に設定したほか、地域と調和した観光の持続的な発展に
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向けた指標といたしまして、旅行者、観光従事者、住民それぞれの満足度向上と相互理解につい

ても目標として設定したところでございます。

○田中英樹委員 次に、推進管理の考え方についてであります。

観光は、グローバルリスクや、災害リスク、感染症リスク、その時々の情勢変化に影響を受け

る産業であり、その推進管理も、年１回などではなく、四半期に１回くらいで見ていかないと施

策が手後れになるのではないかと考えますが、道の所見を伺います。

○佐々木観光局長 情勢変化への対応についてでございますが、本道における観光は、道内客の

みならず、外国人客をはじめ、道外から多くの観光客に訪問いただいておりまして、自然災害や

感染症の発生、国際情勢など、様々な外的要因により需要が短期間で大きく変動する産業である

と認識しております。

このため、道では、関係機関との密接な連携の下、交通や宿泊の直近の動向把握に努めなが

ら、観光入り込み客数などの統計データや各種調査の結果に加えまして、人流や消費などのマー

ケティングデータも活用し、観光需要の変化を的確に捉えていくことが重要と考えておりまし

て、今後は、計画の推進管理に当たり、これらのデータも活用しながら、振興局ごとに設置する

地域推進本部や全庁横断的な推進本部を情勢の変化に応じて開催するなど、効果的な施策展開が

図られるよう必要な対応を検討してまいる考えでございます。

○田中英樹委員 次に、施策への反映についてであります。

宿泊税の活用も含め、次期計画案において示されている施策展開の方向性について、現在提案

されている新年度予算事業にはどのように反映されているのか、伺います。

○佐々木観光局長 来年度の観光施策についてでありますが、次期計画における五つの柱のう

ち、まず、観光コンテンツについて、観光、交通に係る総合情報サイトを構築する観光情報基盤

構築事業費、観光サービス基盤について、地域の観光地づくりを支援する観光地づくり加速化補

助事業費、観光インフラについて、観光人材を確保育成する観光人材確保加速化事業費、安全・

安心と共生について、多言語による旅行者向けルール・マナー啓発等を行います持続可能な観光

地づくり推進事業費や、危機管理体制の確保と災害等の影響の最小化を図る観光危機対応事業

費、そして、誘客活動と情報発信について、アジア中心から欧米などへの市場の多角化などを含

めました誘客促進強化事業費などに取り組むこととしております。

○田中英樹委員 次に、実現すべき観光政策の方向性についてであります。

次期計画について伺ってまいりましたが、観光分野だけでなく、道政全体でどのように観光政

策を位置づけ、各部施策と連携させながら推進していく考えなのか、道の所見を伺います。

○滝口直人委員長 経済部観光振興監阿部正幸君。

○阿部経済部観光振興監 観光の施策についてでありますが、道の政策の基本的な方向を総合的

に示します北海道総合計画におきまして、幅広い分野にわたり地域経済への波及効果をもたらす

本道のリーディング産業の一つである観光につきましては、日本、世界の発展を牽引し、北海道

の飛躍につながる分野の一つとして位置づけられたところでございます。
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道としては、今後、道民をはじめ、観光に携わる全ての関係者が連携協働して観光施策を総合

的に推進するための基本的な計画でございます観光のくにづくり行動計画を基に、毎年度、振興

局ごとに、人流や消費などの各種マーケティングデータを活用しながら、市町村、関連事業者な

どとの意見交換会などの結果を踏まえまして、取組状況や課題などを整理した上で、全庁横断的

な推進本部におきまして、全道的な観点から施策の推進状況を点検評価するとともに、次年度に

向けました事業構築等の対応方向を取りまとめ、重点施策の検討や予算編成につなげていくな

ど、政策の実効性の確保に力を尽くしてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○田中英樹委員 観光政策について伺ってまいりました。観光は、本道のリーディング産業の一

つであり、多くの産業と連携協働し、より総合的に推進することが大変重要であると考えます。

この問題については、知事のお考えを直接お聞きしたいと思いますので、委員長におかれまし

てはお取り計らいのほどをよろしくお願いいたします。

次に、地域の観光産業の支援についてであります。

道は、新たな北海道観光のくにづくり行動計画の下、新年度において、観光コンテンツなど五

つの柱の下で事業を進めることとし、観光関連予算として約47億円を計上し、うち、宿泊税を財

源とする事業は約25億5000万円を計上しております。

観光のくにづくり行動計画、宿泊税のスタート年として大幅増の予算となっておりますが、宿

泊税の財源が本当に有効に使われるのか、議会としてチェックしていかなければならないものと

考えます。スタートする前ではありますが、観光予算のうち、新たに振興局が地域の観光ニーズ

に即した事業を構築する地域観光振興事業費について、以下、伺ってまいります。

まず、この事業の予算額と目的、概要について伺います。

○滝口直人委員長 観光事業担当課長秋元宏文君。

○秋元観光事業担当課長 地域観光振興事業についてでございますが、道では、地域社会、道内

経済の発展に資する観光振興施策を地域で展開するため、振興局が、地域との連携の下、実態、

ニーズに即した観光施策の検討を行い、その上で、道として各振興局の提案を取りまとめ、予算

化したものでございます。

本事業におきましては、移動利便性の向上や資源を活用した周遊観光の促進など、地域特性に

応じた多様な取組を展開することとしておりまして、各振興局の取組に加え、複数振興局の連携

による取組なども盛り込んでおり、予算の総額は約２億8000万円となっているところでございま

す。

○田中英樹委員 次に、事業検討のプロセスについてであります。

地域の声を直接聞いて事業を企画することは、地域に寄り添う観光の実現に資するだけでな

く、職員のモチベーションやスキルの向上の観点からも大変重要と考えます。

どのようなプロセスで地域のニーズを把握し、事業を検討したのか、伺います。

○秋元観光事業担当課長 事業の検討過程についてでございますが、道では、道民の皆様や宿泊
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者の方々のアンケートを行った上で、各振興局において管内市町村や事業者との地域意見交換を

開催し、振興局では、その結果等を踏まえ、必要に応じて管内関係者との意見交換を重ね、地域

の実態、ニーズに即した観光施策の検討を行ったものでございます。

道といたしましては、本事業の実施に当たり、振興局をはじめ、庁内関係部局間の意思疎通を

十分図るとともに、地域の関係の皆様の声も伺いながら、効果的な施策展開となるよう取り組ん

でまいります。

○田中英樹委員 次に、事業の妥当性の確保について伺います。

２億8000万円もの予算があり、無駄がなく、かつ効果の見込める事業執行が必要と考えます。

振興局の予算の妥当性をどのように判断し、整理したのか、伺います。

○滝口直人委員長 観光事業担当局長上野修司君。

○上野観光事業担当局長 地域観光振興事業の予算の考え方についてでありますが、本事業の振

興局ごとの取組につきましては、振興局の提案内容について、宿泊税充当の原則的なルールに照

らし合わせ、検討を行った上で、事業内容について振興局と必要な調整を行ってきたところでご

ざいます。

また、振興局ごとの予算額につきましては、事業内容を踏まえつつ、振興局間のバランスを考

慮し、一定規模の事業量を確保するため、一定額を均等にした上で、地域の規模感も考慮した配

分とするため、入り込み客数や宿泊客延べ数、市町村数、離島の有無といった客観的な指標のほ

か、複数振興局の連携による広域的な取組の有無なども考慮し、今回提案した予算額としたとこ

ろでございます。

○田中英樹委員 次に、今後の対応について伺います。

事業のスタート前に申し上げたのは、この事業が効果を上げ、本道の長年の課題である観光客

の地域偏在の解消、地域観光の強化にしっかりつなげていってほしいとの考えからであります。

この事業を通じ、どのような効果を上げたいと考えているのか、観光振興監に伺います。

○阿部経済部観光振興監 今後の対応についてでありますが、本道観光は、地域偏在や季節偏在

といった構造的な課題に加えまして、慢性的な人手不足、移動利便性の向上など、様々な課題に

直面しているものと認識をしております。

こうした課題の解決に向けまして、全道での取組の推進だけではなく、地域ごとの特性に応じ

た広域周遊の促進や新たな魅力の創出など、きめ細やかな取組を進めることが必要でございまし

て、こうした観点からも、振興局ごとの取組は、本道観光の振興に向け、重要な役割を担ってい

るものと考えております。

振興局事業においては、２次交通の課題に取り組むエリアや、地域の資源を生かした観光の推

進に取り組むエリアなど、地域特性に応じた多様な取組を展開することとしてございまして、道

としては、今後、振興局をはじめ、庁内関係部局間の意思疎通を十分図るとともに、各地域で実

施する取組の実績や効果を段階的に検証し、効果的な施策展開となりますよう取り組んでまいり

たいと考えております。
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以上でございます。

○田中英樹委員 地域の観光産業の支援について伺ってまいりましたが、本道観光は、地域の特

性を踏まえた魅力ある取組を、地域の方々の声を聞いて、一緒に進めていくことが大変重要であ

ると考えております。この問題につきましても、知事の考えを直接お聞きしたいと思いますの

で、委員長におかれましてはお取り計らいのほどよろしくお願いいたします。

次の質問に移ります。

ＩＲについて伺ってまいります。

まず、2019年に、知事がＩＲ誘致見送りを明らかにした際の考え方について伺います。

○滝口直人委員長 国際戦略担当課長寺下教夫君。

○寺下国際戦略担当課長 申請見送り時の考え方についてでございますが、道では、平成31年４

月に、ＩＲ導入の意義や北海道ＩＲの基本コンセプト、社会的影響対策の方向性とともに、苫小

牧市を候補地として優先することとし、規模要件を踏まえた施設整備の可能性、方向性や、環境

配慮等への対応などの整理すべき課題について提示した、ＩＲに関する基本的な考え方を策定し

たところでございます。

道では、この基本的な考え方をベースに、苫小牧市植苗地区においてＩＲ誘致に向けた検討を

進めていたものの、同地区における環境への適切な配慮を限られた期間で行うことは不可能と判

断し、令和元年11月に区域整備計画の認定申請を見送ることとしたところでございます。

○田中英樹委員 次に、改めてＩＲの選考プロセスや必要な条件などについて伺います。

○寺下国際戦略担当課長 選考プロセスについてでございますが、ＩＲ整備法においては、民間

事業者への要求水準等の指針となる実施方針の策定、都道府県等と共同で区域整備計画を作成す

る事業者の公募、選定など、区域整備計画の認定申請に関するプロセスが定められているところ

でございます。

また、同法では、実施方針の策定、ＩＲ事業者の選定、公募において、立地市町村及び公安委

員会の同意、区域整備計画の策定において住民を対象とした公聴会などの開催が求められてお

り、区域整備計画の申請に当たっては、立地市町村の同意に加え、都道府県議会の議決を経なけ

ればならないとされているなど、条件や手続についても定められているところでございます。

○田中英樹委員 次に、ＩＲに関する状況変化についてであります。

その後のＩＲに関する世界の動向を伺うとともに、国内のＩＲの選考状況や、これまでの表明

以降の動きについて伺います。

○寺下国際戦略担当課長 ＩＲに関する動向についてでございますが、令和５年度に国による初

めての区域整備計画の認定が行われ、大阪ＩＲが認定される一方、長崎ＩＲは、資金調達の確実

性を裏づける根拠が不十分との理由により、不認定となったところでございます。

こうした中、コロナ禍を終え、国内ではインバウンド需要の回復や国際会議の増加、世界的に

もＩＲにおいて非ゲーミング事業からの収益の増加が見られるほか、日本を含むアジア・太平洋

地域が2030年代までに世界最大の観光地になると予想されるなど、ＩＲを取り巻く環境は大きく
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変化しているところでございます。

道では、こうした環境の変化を踏まえ、北海道らしいＩＲコンセプトの構築に向け、ＩＲに関

する基本的な考え方を改訂することとし、改訂に向けた論点整理を骨子として公表するととも

に、ＩＲに関する有識者懇談会を設置し、論点について検討を深めているところであり、そうし

た中、先般、基本的な考え方改訂素案に向けた中間整理を取りまとめ、本定例会の前日委員会で

報告したところでございます。

○田中英樹委員 次に、国内の動向について伺います。

万博が行われた夢洲で2030年秋のＩＲ開業を目指しておりますが、現在の進捗は具体的にどの

ようになっているのか、伺います。

○寺下国際戦略担当課長 大阪ＩＲの進捗についてでございますが、大阪府、大阪市、大阪ＩＲ

株式会社と協同で策定した区域整備計画によると、大阪ＩＲは、夢洲地区を整備区域とし、その

面積は約49万平方メートル、運営を日本ＭＧＭリゾーツ、オリックス、地元企業22社が出資する

大阪ＩＲ株式会社が担い、投資規模は出資と投資を合わせて約１兆5130億円が見込まれており、

令和５年４月に国からの認定を受けたところでございます。

その後、地盤改良や大阪万博の開催などがあったことから、区域整備計画の認定から２年後の

令和７年４月に、2030年秋の開業を目指し、工事を着工したところでございます。

○田中英樹委員 次に、道内の動向についてであります。

ＩＲに向けた道内の自治体や経済団体の動向はどのようになっているのか、伺います。

○寺下国際戦略担当課長 道内の自治体や経済団体の動向についてでございますが、苫小牧市で

は、令和４年２月に、植苗地区の自然環境対策などの諸課題への対応方向を示した「ＩＲ誘致に

向けた取組状況」を公表するなど、ＩＲの誘致に継続的に取り組んでいるほか、昨年８月に道が

実施した市町村意向調査では、ＩＲ整備による地域経済への波及、交流人口の拡大といった効果

や、ギャンブル等依存症の増加、治安の悪化への懸念など、メリット、デメリットの両面から意

見があったところでございます。

また、道内の経済団体では、国や道に対し、北海道ＩＲの早期の実現を要望するとともに、道

が取りまとめたＩＲに関する基本的な考え方の改訂骨子や、改訂に向けた中間整理などについて

道と意見交換を行っているほか、北海道経済連合会と日本旅行業協会北海道支部が、ＩＲに関す

る有識者懇談会の構成員として、ＩＲに関する基本的な考え方の改訂に向けた検討に参画してい

るところでございます。

○田中英樹委員 次に、道の考え方について伺ってまいります。

道は、来年度、ＩＲに関する調査分析を行い、秋を目途に基本的な考え方の成案を示すことと

しております。来年度からスタートする北海道ギャンブル等依存症対策推進計画の案では、ギャ

ンブルに関する相談が増加傾向にあり、その対策に取り組むこととしております。

ＩＲに関し、道として検討を進める前に、ギャンブル依存などのリスクに関する道民の声を伺

う必要があると考えますが、どのように考えているのか、道の所見を伺います。
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○佐々木観光局長 ＩＲに関する考え方についてでございますが、道では、現在、ＩＲに関する

基本的な考え方の改訂に向けまして、ギャンブル等依存症の専門家を含めた有識者懇談会を開催

し、ＩＲ誘致による経済波及効果やギャンブル等依存症対策の実効性の確保などの、メリット、

デメリットの両面から御議論をいただいているところでございます。

道といたしましては、来年度におきましても、ギャンブル等依存症をはじめとする社会的影響

への効果的な対応などの課題について、有識者懇談会において検討をさらに深めることとしてお

りまして、今後のＩＲの検討に当たりましては、道民理解の促進の観点から丁寧なプロセスが何

よりも重要でありますことから、引き続き、市町村や経済団体など関係者の方々との意見交換を

重ねるとともに、検討状況を各段階で道議会にお示しし、御議論いただきながら、広く道民の皆

様に情報提供しつつ、御意見を丁寧にお伺いし、北海道らしいＩＲコンセプトの具体化に向け、

取り組んでまいります。

○田中英樹委員 ＩＲについて伺ってまいりましたけれども、ＩＲ誘致による地域経済への波及

効果というのはとても期待できますけれども、一方で、ギャンブルへの依存、治安の悪化なども

懸念をされるところであります。これは、大変重要な問題であると考えておりますので、この問

題につきましても、知事のお考えを直接お聞きしたいと思います。委員長におかれましては、お

取り計らいのほどよろしくお願い申し上げます。

最後の質問になります。

産業人材の確保についてであります。

道内では幅広い分野で人材不足が顕在化しておりますが、将来の道内経済を支える若年者層が

給与水準の高い首都圏に移動する傾向が進んでいると承知をしております。まさに、東京一極集

中が進んでおります。

地方に若者、女性を呼び込むためには、魅力的な仕事をつくり出すだけではなく、やはり、賃

金のアップが重要と考えます。賃金が上がらない地域には若者は定着せず、他の地域への人口流

出が加速し、結果的には地域の経済が縮小するという悪循環が生まれてしまうものと考えます。

一方、賃金が上がっても、物価がそれ以上に上昇すれば消費マインドを冷え込ませてしまいま

す。個人消費を拡大させ、景気、経済を活性化していく上でも、物価上昇を上回る賃上げを実現

する必要があると考えます。

また、人材の奪い合いが激しくなる中、賃上げ余力のある企業とその他の企業で二極化も進ん

でおり、人件費の増大と、続く物価高は、中小企業、小規模企業の経営を圧迫しているとの声も

伺っております。

経済活動を支えるには優れた人材の確保が欠かせないわけでありまして、道として、どのよう

に道内企業の経営を守りながら、人材を確保できる環境の実現に取り組んでいく考えなのか、以

下、伺ってまいります。

まず、道内の人材確保の状況についてであります。

道内の求人倍率や実質賃金について、職種別の動向や首都圏と比較した状況について伺いま
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す。

○滝口直人委員長 産業人材課長赤川遼君。

○赤川産業人材課長 求人や賃金の状況についてでありますが、有効求人倍率について、国の統

計によりますと、本年１月の道内の有効求人倍率は1.00倍となっており、首都圏の各都県と比較

すると低い状況であります。職種別に見ますと、建築・土木作業員など建設業に関わる職業や、

自動車運転手のほか、ホームヘルパー、看護助手等の医療・介護に関する職業などでは２倍を超

え、人手不足の状況となっております。

次に、実質賃金について、国の統計によりますと、令和２年を100とした場合、北海道は、令

和６年平均で95.2であり、首都圏の各都県と比較して減少幅が大きい状況であります。

産業別に見ますと、金融・保険業や不動産業などでは増加している一方、医療・福祉、建設業

などでは平均よりも減少幅が大きい状況となっております。

○田中英樹委員 次に、新規学卒者の状況についてであります。

新規学卒者の道内への就業状況と、道外への流出状況について伺います。

○滝口直人委員長 就業担当課長井澤亜紀君。

○井澤就業担当課長 新規学卒者の就業状況などについてでございますが、北海道労働局により

ますと、昨年３月の道内の新規高等学校卒業者における就職内定者4759人のうち、就業場所が道

内だったのは4462人で全体の93.8％、道外だったのは297人で6.2％となっております。

また、生徒の出身地域は把握できておりませんが、道内の大学、短期大学、高等専門学校、専

修学校の卒業者における就職内定者２万3102人のうち、就業場所が道内だったのは１万5720人で

全体の68％、道外だったのは7382人で32％となっております。

○田中英樹委員 やはり、高卒のほうがちょっと地元に残る率は高いということでございます。

次に、女性、高齢者などの雇用状況についてであります。

人口減少が進む中、女性や高齢者の労働参画が重要と考えますが、その推移について伺いま

す。

○滝口直人委員長 雇用労政課長兼働き方改革推進室長藤田栄一郎君。

○藤田雇用労政課長兼働き方改革推進室長 女性と高齢者の就業状況についてでありますが、総

務省の労働力調査で直近10年間の推移を見ますと、女性の就業率は、平成28年の44.6％から、コ

ロナ禍の時期を除き、長期的に上昇傾向が続いており、令和７年は50.5％となっております。

高齢者の就業率も同様の傾向であり、平成28年の18.2％から、コロナ禍を除いて長期的に上昇

しており、令和７年は23.5％となっております。

○田中英樹委員 次に、賃金動向について伺います。

非正規での雇用も多いと考えますが、最低賃金との比較を含め、その賃金動向について伺いま

す。

○滝口直人委員長 経済調査担当課長大嶋正嗣君。

○大嶋経済調査担当課長 賃金の動向についてでありますが、毎月勤労統計調査によりますと、
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各年12月時点の、決まって支給する給与は、一般労働者については、令和５年が32万1375円、令

和６年が32万3428円、令和７年が32万8426円、非正規雇用の一つであるパートタイム労働者につ

いては、令和５年が10万3020円、令和６年が10万6357円、令和７年が10万8433円となっておりま

す。

また、北海道の最低賃金の時間額は、令和５年に960円、令和６年に1010円、令和７年に1075

円に改定されており、賃金、最低賃金ともに上昇傾向にあるところでございます。

○田中英樹委員 次に、中小企業等の状況についてであります。

道内の多くを占める中小企業、小規模企業において、物価高騰や人件費の増嵩が経営を圧迫し

ていることを懸念されておりますが、そうした企業の経営状況について伺います。

○滝口直人委員長 中小企業課長三浦正彦君。

○三浦中小企業課長 中小企業の状況についてでありますが、道内では、原材料やエネルギー価

格の高騰が続き、人手不足が深刻さを増す中、中小・小規模事業者の方々は厳しい経営環境に置

かれているものと認識しております。

こうした中、中小企業庁の価格交渉促進月間フォローアップ調査によりますと、道内中小企業

等における原材料、エネルギー等の価格上昇分に見合う価格転嫁率は、2025年９月時点で55.3％

と改善傾向にありますものの、依然として５割近くの企業が価格転嫁できていない状況となって

おります。

また、人材不足や最低賃金の引上げ等を背景に、業績が改善していない状況にありましても、

人材の確保、定着や従業員の生活を守るため、いわゆる防衛的賃上げを行っている事業者も見ら

れるなど、人件費の上昇が経営面で大きな負担となっているものと受け止めております。

○田中英樹委員 大変厳しい状況だというふうに思っております。

次に、賃上げの対策についてであります。

道は、さきに議決された物価高対応緊急経済対策において、中小・小規模企業等の賃上げ環境

整備のため、経営改善に資する経費を支援するなど、国の経済対策と呼応した取組を進めるとし

ております。

令和８年度当初予算を含め、道としての賃上げ対策について、どのような考えで対策の検討を

行ったのか、伺います。

○滝口直人委員長 地域経済局長安彦秀徳君。

○安彦地域経済局長 賃上げ対策についてでございますが、道内では、物価上昇が継続し、実質

賃金はマイナスで推移しており、道としては、物価上昇を上回る賃上げの実現に向けて、賃上げ

原資の確保を図る取組の強化が重要と認識しております。

道といたしましては、中小・小規模事業者の方々が、事業活動の中から賃上げ原資を継続的に

確保していけるよう、生産性向上など稼ぐ力につながる幅広い取組を支援するとともに、原材料

やエネルギー価格のみならず、労務費上昇分に見合う適切な価格転嫁を推進することで、持続的

な賃上げの実現に向けた環境整備を進めていく考えでございます。
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○田中英樹委員 最後の質問になります。

今後の対応について伺います。

冒頭に申し上げたとおり、道内の将来を支える人材を確保するためには、道外へ流出させず、

北海道で働き続けたいと考えていただける雇用環境の改善が重要と考えます。人口減少が続く

中、決して簡単な問題ではありませんが、道として幅広い分野にわたる賃上げ施策を展開しなけ

ればなりません。すなわち、中小企業が今後も持続的に賃上げできる環境をつくり上げていかな

ければならないと考えます。

そのために、道としても、しっかりとした支援策を講じなければならないものと考えます。本

道における優れた人材の確保に結びつけていくためにも、今後どのように取り組んでいくのか、

最後に伺います。

○滝口直人委員長 経済部長水口伸生君。

○水口経済部長 今後の取組についてでございますが、道では、今定例会冒頭で補正予算の措置

をいただきました賃上げ環境整備等支援事業により、中小・小規模事業者の方々のデジタル技術

の導入や設備投資による生産性の向上に加え、新商品開発や販路拡大など、事業者の方々の稼ぐ

力につながる幅広い取組を支援しますほか、伴走型の経営指導や制度融資、国の補助制度など、

既存の施策も活用しながら、中小・小規模事業者の方々の経営基盤の強化を後押ししてまいりま

す。

また、適切な価格転嫁を進めるため、発注者側企業が、取引先との共存共栄の取組や取引条件

のしわ寄せ防止を代表者の名前で宣言するパートナーシップ構築宣言の普及を図るため、国や道

内経済・労働団体と連携しながら、登録相談窓口の設置や道のホームページによる情報提供など

に取り組むことで、持続的な賃上げの実現に向けた環境整備を進めてまいります。

○田中英樹委員 産業人材の確保について伺ってまいりましたが、地域経済を支える優れた人材

の確保育成は大変重要であると考えております。この問題につきましても、知事のお考えを直接

お聞きしたいと思いますので、委員長におかれましてはお取り計らいのほどよろしくお願い申し

上げまして、私の質問を終わります。

○滝口直人委員長 田中(英)委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了

いたしました。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午後３時３分休憩

午後３時22分開議

○滝口直人委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

経済部所管に関わる質疑並びに質問の続行であります。

渕上綾子君。

○渕上綾子委員 通告に従い、順次質問してまいります。
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さきの冒頭先議におきまして、我が会派から、中小・小規模企業賃上げ環境整備等支援事業費

について質疑しましたが、従業員のいない小規模事業者、個人事業者、フリーランスは対象とな

りません。あえて対象から外す理由があったのか、仕方なく外さざるを得なかったのか、伺いま

す。

○滝口直人委員長 中小企業課長三浦正彦君。

○三浦中小企業課長 中小・小規模企業賃上げ環境整備等支援事業費についてでありますが、道

では、これまで、物価高騰や人手不足等の影響を受けております中小・小規模事業者の方々の業

務効率化や省力化を図るため、デジタル技術導入による経営改善の取組を支援してきたところで

ございます。

こうした中、道内では、物価上昇が継続し、実質賃金はマイナスで推移しており、道としまし

ては、物価上昇を上回る賃上げの実現に向けまして、賃上げ原資の確保を図る取組の強化が重要

と認識しております。

このため、厳しい経営環境にある中で、事業者の方々は、最低賃金の引上げや従業員の確保、

定着に向けた賃上げに対応していく必要がある状況などを踏まえまして、今回の対策において

は、賃上げに取り組む中小・小規模事業者の方々を対象に、生産性向上や新商品開発、販路拡大

など、稼ぐ力につながる幅広い取組を支援することとしております。

○渕上綾子委員 中小・小規模企業に対する補助金は、国の持続化補助金などと同様に、少しず

つ条件を変えながら毎年実施されています。事業者としては、それを見越して事前に周到に用意

しますが、今回の変更は通常枠をなくすという大きな変更でした。提案後の議論を基に変更を加

えるのはほぼ不可能であるため、大きな変更を伴う場合は事前の十分な意見の聴取が必要です。

事業の設計の過程で、どのような場で、どのように、どのような意見を聴取したのか、北海道

中小企業総合支援センターとは意見交換を行ったのか伺うとともに、私たちからの意見聴取が全

く行われなかったのはあまりにも雑過ぎだと考えますが、所見を伺います。

○三浦中小企業課長 事業検討に当たっての意見聴取についてでございますが、事業の検討に当

たりましては、現場の実情を的確に把握することが重要との認識の下、道では、日頃からの企業

訪問や、四半期ごとの企業経営者を対象とした経営状況等の調査のほか、商工会、商工会議所や

北海道中小企業総合支援センター等の産業支援機関、金融機関等と意見交換などをし、地域の企

業等の経営状況や課題について情報収集を行ってきたところでございます。

こうした中、今回の経済対策では、事業者から、物価高騰の中、賃上げをしないと雇用は維持

できないし事業が継続できない、幅広い生産性向上に活用できる支援が欲しいといった声がある

ことや、これまでの中小企業対策や賃上げの推進に関する議会議論等を踏まえ、事業の検討を進

めてきたところでございます。

○渕上綾子委員 私は、地域の事業者の方から丁寧に話を伺い、昨年10月から準備を進め、北海

道中小企業総合支援センターとも相談して、このたびの道の中小・小規模企業向けの補助金の提

案を待っていましたが、従業員がいないという理由で、今回、補助金から外れてしまいました。
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事業者の方には申し訳ない気持ちでいっぱいです。

事業の設計においては、一つ、早い段階で私たちの意見を反映できるようにすること、二つ、

提案後に完全に変更不可とするのではなく、議会議論を踏まえ変更可能とすること、三つ、そし

て何よりもこのような不透明で恣意的で雑な決め方を二度としないと約束していただくことを強

く求め、指摘といたします。

次に、このたび対象とならなかった、従業員がいない事業者を対象とした支援策を改めて創設

すべきと考えます。所見を伺います。

○滝口直人委員長 地域経済局長安彦秀徳君。

○安彦地域経済局長 従業員がいない事業者の方々への支援についてでございますが、道では、

従業員のいない事業者の方々には、伴走型の経営相談や専門家派遣に加え、設備やＩＴツールの

導入の際に利用可能な道の制度融資や設備貸与事業のほか、道の産業振興条例等による販路開拓

や新商品開発への助成、国の補助制度など、既存施策を活用して、経営改善の取組を支援するこ

ととしており、今後とも、地域の事業者の方々の実情やニーズを踏まえつつ、国や関係機関と連

携しながら、中小・小規模事業者の方々の多様な経営課題に対応した施策を推進してまいりま

す。

○渕上綾子委員 改めての創設という質問でしたが、明確な答弁がありませんでした。

少なくとも、この事業を検証し、次年度以降の新たな支援策に向けて、事前に事業者の意見な

どを聴取し、状況を把握しておくことが必要と考えますが、所見を伺います。

○安彦地域経済局長 今後の取組についてでございますが、道では、これまで実施した事業につ

きまして、利用者の反応や、関係団体などから幅広く御意見等を聞き取るなど、継続的な効果の

検証を行い、支援の継続や見直しを検討する際の重要な視点としてきたところでございます。

こうした中、例えば、令和６年度に実施した中小・小規模企業省エネ・デジタル環境整備緊急

対策事業のデジタル技術事業におきましては、受注額が２割アップした、作業時間が80％削減さ

れた、国の事業より使いやすいといった事業の成果や御意見をいただいたところでございます。

道としては、今後、事業利用者の方々へのアンケートやヒアリングの実施に加えまして、今回

の事業で対象とならなかった方々も含め、日頃からの企業訪問や、四半期ごとの企業経営者の方

々を対象とした経営状況等の調査のほか、商工会、商工会議所等の産業支援機関、金融機関との

意見交換を通じまして、中小・小規模事業者の方々の経営状況や課題を丁寧に把握しまして、今

後の支援策の検討に生かしてまいります。

○渕上綾子委員 今回の事業で対象とならなかった方々も含めということで答弁いただきまし

た。そこのほうがむしろ大事ですので、その部分について丁寧に把握していただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。

次に、本年１月に行政書士法が改正され、使命、職責の明確化やデジタル社会への対応、特定

行政書士の業務範囲拡大に加え、無資格による官公署提出書類作成の禁止の趣旨明確化と両罰規

定整備が盛り込まれました。今後、官公署提出書類の作成や申請について、行政書士の方々が果
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たす役割がこれまで以上に重要となってくると考えられます。

このような中、本定例会の冒頭先議で、事業者向けの各種補助金等が可決されたところです

が、事業者の方々に対して、それら補助金等の内容に関する周知にどのように取り組むのか、伺

います。

○滝口直人委員長 経済企画課長篠原裕史君。

○篠原経済企画課長 経済対策の周知についてでございますが、道では、物価上昇等の影響を受

けている事業者の方々に必要な支援をお届けするためには、このたびの緊急経済対策における補

助金等の事業につきまして、丁寧で効果的に周知を行っていくことが重要と認識しております。

このため、道といたしましては、事業を所管する部局が支援の詳細を丁寧に周知するととも

に、支援対象者や内容、申請受付期間などについてガイドブックとして取りまとめ、ホームペー

ジで公表しますほか、市町村や関係団体をはじめ、行政書士会や中小企業診断士協会など、企業

を支援する士業の団体にも周知を図っているところでありまして、引き続き、道の広報媒体等も

活用して幅広い周知に努めてまいります。

○渕上綾子委員 年始に行われました北海道行政書士会の賀詞交歓会では、会長や来賓の方から

法改正について話がありまして、私からも、道の補助金等への対応について皆様の力をお借りし

たいと述べたところです。

答弁で度々言及される持続化補助金などについても、３月６日から通常枠の募集が始まってい

ます。また、19日から中小企業省力化投資補助金が改定後に申請開始となります。この大盤振る

舞いに関してはいかがなものかという意見もありますけれども、上限額も採択率も高くて有用で

ありますので、ぜひ、併せて情報の共有をお願いいたします。

次に、道民からの意見の聴取について伺います。

今回の物価高対応緊急経済対策において、幅広い団体から意見を聴取していると承知をしてお

ります。道民生活応援ポイント給付事業の対象が全世帯ということで、以前よりも偏りがなくな

ったことは率直に評価できるポイントだと思います。

しかし、団体につながらない、あるいは、団体をつくらない属性の方の意見はどうでしょう

か。例えば、氷河期世代で不安定な仕事で何とか生活している方、介護離職した方、行政に意見

を言うための組織を形成しているわけではない学生や若年層、長時間働いても低所得のいわゆる

ワーキングプアの方々などです。意見を言う余裕などない、あるいは、以前に政策として押しつ

けられた自己責任論のために、声を上げるという発想もない人もいるでしょう。

そういった声を放置すると、例えば、女性や若者が声も上げずに黙って地方を離れることから

も分かるように、放置した結果、社会全体の大きな課題として顕在化します。行政に意見を言う

ためのハードルを最大限低くし、また、団体に届いていない声もこちらから積極的に伺いに行く

姿勢が必要であると考えますが、所見を伺います。

○篠原経済企画課長 意見聴取についてでございますが、道では、経済対策の策定に当たりまし

て、これまで実施してきました事業の利用状況や利用者の反応、市町村や企業、生活困窮者の方
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々を支援する団体等へのヒアリングなど、幅広い立場の皆様からの御意見をお聞きし、支援ニー

ズの把握に取り組んでいるところでございます。

道といたしましては、今後、団体などに届いていない方々の声も把握するため、引き続き、道

政相談に寄せられる生活者の皆様の声に耳を傾けますとともに、このたびのポイント給付事業を

利用された方々の反応を丁寧に確認してまいります。

○渕上綾子委員 このたび、道民生活応援ポイント給付事業でアプリを導入するわけですから、

冒頭先議でのほかの会派からの質疑にもありましたけれども、意見を言える機能を設けていただ

きたいと思います。補助金、支援金等につきましては、知事に直接伺いたいと思いますので、委

員長におかれましてはお取り計らいのほどをよろしくお願いいたします。

次に、雇用、労政について伺います。

初めに、裁量労働制について、裁量労働制は、働いた時間にかかわらず、仕事の成果、実績な

どで評価を決める制度ですが、前提となるべきことは労働者の裁量で、厚生労働省は、「対象業

務の遂行の手段や時間配分の決定等に関し、使用者が適用労働者に具体的な指示をしないこと」

と定めています。

一方、２月の高市首相の施政方針演説の内容から、裁量労働制を拡大する考えと見られており

ます。

しかし、厚生労働省は、５日、働き方改革関連法の総点検としての調査結果を公表し、労働者

からのアンケートでは、労働時間について、「このままでよい」が59.5％、「減らしたい」が30

％、「増やしたい」が10.5％であり、労働者が労働時間を増やすことを求めているとは言い難い

結果でした。

初めに、現行の裁量労働制について認識を伺います。

○滝口直人委員長 雇用労政課長兼働き方改革推進室長藤田栄一郎君。

○藤田雇用労政課長兼働き方改革推進室長 裁量労働制についてでありますが、この制度は、業

務の性質上、この遂行方法を大幅に労働者の裁量に委ねる必要があるため、業務の遂行の手段や

時間配分の決定などに関しまして、使用者が具体的な指示をすることが困難なもの、または、指

示をしないこととするものといたしまして、対象業務等を労使協定や労使委員会で定めるなど

し、労働者を実際にその業務に就かせた場合、あらかじめ定めた時間、労働したものとみなす制

度であり、仕事の時間配分や進め方を働く方の裁量に委ね、自律的で創造的に働くことが可能と

するために設けられた制度と認識しております。

○渕上綾子委員 次に、道が委託している事業等で、裁量労働制を採用している事業者があるか

について伺います。

○滝口直人委員長 就業担当課長井澤亜紀君。

○井澤就業担当課長 裁量労働制を採用している事業者についてでございますが、裁量労働制を

導入しようとする事業者は、労働基準監督署へその届出を行うこととされておりますが、それら

事業者の情報につきましては、個別の事業者の労働契約に関わるものであり、公開はされていな



【第３分科会 ３月16日 第４号】

いところでございます。

また、道におきましては、委託事業等の入札参加資格審査を行うに当たりまして、納税や社会

保険等の届出義務の履行等を確認しておりますが、裁量労働制導入の有無につきましては把握し

ていないところでございます。

○渕上綾子委員 ちゃんと把握することを求め、指摘とします。

次に、裁量労働制が拡大された場合にどのようなことが懸念されるか、伺います。

○藤田雇用労政課長兼働き方改革推進室長 裁量労働制の拡大についてでありますが、国では、

働き方改革関連法の施行から５年以上経過していることを踏まえまして、現在、国の労働政策審

議会労働条件分科会におきまして、労働基準関係法制に関する議論が行われております。

その中で、裁量労働制につきましては、働き手一人一人の能力発揮を促すため、労使の十分な

協議や健康確保等を前提に見直しを行うべきといった意見がある一方、長時間労働を助長しかね

ず、2024年に見直しを行ったばかりであり、緩和すべきでないといった意見があると承知してお

ります。

道といたしましては、労働時間規制の検討に当たっては、時間配分や仕事の進め方が労働者の

裁量に委ねられることはもとより、労働者の心身の健康の維持を大前提に、働き方の実態とニー

ズを踏まえた十分な検討が必要であると考えております。

○渕上綾子委員 裁量労働制の拡大によって、いわゆる定額働かせ放題になることが懸念されて

います。裁量労働制は、労働者の裁量が前提であり、使用者の裁量ではありません。しかし、裁

量労働制実態調査によると、上司が決めている、あるいは、決める際に上司に相談を要するケー

スが、専門型、企画型、いずれにおいても70％から90％で、適用労働者と非適用労働者でほとん

ど差がありません。また、裁量労働制で働く人のほうが長時間労働の傾向があります。

厚生労働省が示す、特に注意すべき点の内容が厳守されるよう、実効性の確保にどのように取

り組むか、伺います。

○滝口直人委員長 労働政策局長安彦史朗君。

○安彦労働政策局長 裁量労働制の運用などについてでございますが、裁量労働制につきまして

は、不適切に運用されてしまいますと、働く方本人に裁量が与えられない、長時間労働になって

しまうなどの懸念もありますことから、制度の運用が適切になされることが重要でございまし

て、労働基準監督署において必要な監督指導等を行っているほか、不適切な運用が認められた事

業者に対しましては、指導、企業名公表、書類送検などの措置を行っているものと承知してござ

います。

道といたしましては、電話相談窓口である「ハラスメント・労働相談コール」などにおいて、

本制度に関する相談に対応するなどしてございまして、今後とも、労働局と連携し、制度の周知

に努めてまいります。

○渕上綾子委員 道の委託事業や各種補助金等の申請の際に、誓約書などの確認事項があります

が、そのチェック項目の一つに、特に注意すべき点を守ることを加えるよう求め、指摘といたし
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ます。

次に、民間の調査会社によると、大学生、大学院生で奨学金を借りている人は36.9％、卒業時

点での元本残高の平均は323万円とされています。就職後、返済の負担が重くのしかかり、若者

の手取りの減少、少子化の原因ともなっています。

返済に対し、事業者が給与として支援すれば、従業員に所得税、事業者と従業員に社会保険が

課されますが、事業者が代理返済すれば、これらが課されず、事業者としては損金に計上でき、

離職防止にもつながります。このことを幅広く事業者に周知することを提案します。所見を伺い

ます。

○藤田雇用労政課長兼働き方改革推進室長 奨学金の返還支援についてでありますが、日本学生

支援機構の奨学金における企業等の奨学金返還支援制度は、企業が従業員に代わって奨学金を返

還するもので、従業員にとりましては、返還額に係る所得税が非課税となり得るものであり、ま

た、企業にとりましては、給与として損金算入できるとともに、法人税の税額控除の適用対象に

なり得るほか、こうした制度の導入が人材の確保、定着につながることも期待されるなど、双方

にメリットがあるものと承知しております。

このため、道では、返還支援制度をホームページで紹介するとともに、働き方改革推進企業認

定制度におきまして、返還支援制度の整備を若者の活躍に資する取組といたしまして評価してい

るところであり、引き続き、企業の働き方改革を推進するセミナーにおきまして周知を図るな

ど、経済団体とも連携し、本制度の幅広い活用の促進に努めてまいります。

○渕上綾子委員 次に、経済分野における少子化対策について伺います。

ジェンダー平等が少子化の原因という言説がありますが、これは不正確で、外の平等が進む一

方で家庭内の役割分担の見直しが遅れると、結婚、出産、育児のコストが女性側に偏り、結果と

して超低出生になりやすく、逆に、平等がさらに進むと合計特殊出生率が上がる傾向が観察され

ています。

また、夫の家事・育児時間が長いほど、第２子以降の出生割合が高く、主要国の比較でも、男

性の家事・育児時間割合と合計特殊出生率には正の相関が見られると内閣府は解説しています。

一方で、国内では、夫の長時間労働や男性の育児休業取得率の低さが、家庭内の負担の偏りを生

む要因となっています。これは、少子化対策の妨げとなり、労働力の減少に直結します。

ワーク・ライフ・バランスと少子化対策の関係をどのように捉え、経済分野の施策としてどの

ように取り組んでいくのか、伺います。

○安彦労働政策局長 少子化などへの対応についてでございますが、長時間労働は、仕事と家庭

の両立を困難にし、少子化などの原因になっていますことから、道といたしましては、長時間労

働の是正や柔軟な働き方の導入、育児休業の取得など、ワーク・ライフ・バランスを改善し、男

女が共に子育てをしながら働き続けることができる職場環境の整備が少子化対策に有効と認識し

てございます。

国では、男女とも仕事と育児を両立できるように、育児期の柔軟な働き方を実現するため、事
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業主に対し、短時間勤務制度などの措置や、その周知、利用意向の確認といった雇用環境整備を

義務づける改正育児・介護休業法を昨年施行したところでございます。

こうした中、道では、国の制度が着実に浸透するよう、北海道労働局と共催で説明会を開催す

るとともに、育児休業制度の導入に向けた働き方改革などの社内体制づくりを支援するセミナー

や個別相談会の開催、専門家派遣を実施しているところでございまして、引き続き、働く方々が

性別に関わりなく能力を発揮し、仕事と子育ての両立が可能な就業環境の整備に努めてまいりま

す。

○渕上綾子委員 次に、ワーキングケアラーについて伺います。

経済産業省のガイドラインでは、2025年の家族介護者は795万人、そのうちワーキングケアラ

ーが307万人と約４割、介護離職者数は毎年11万人、そして、仕事と介護の両立困難による労働

生産性損失額は、2030年で９兆1792億円と推計されています。

第２期北海道雇用・人材対策基本計画では、主な取組で、介護に関する記載が加筆されまし

た。各種支援制度の普及啓発とありますので、介護休業制度の周知を強化していただきたい。ま

た、子に障がいがある場合や医療的ケアを要する場合も適用されることも周知していただきたい

と思います。あわせて、国に周知を義務づけることも求めていただきたいと思います。所見を伺

います。

○藤田雇用労政課長兼働き方改革推進室長 介護休業制度の周知についてでありますが、国で

は、昨年、育児・介護休業法を改正し、介護離職防止のため、事業主に対して、介護休業及び介

護両立支援制度等の個別周知や、制度利用の意向確認、情報提供を行うことを義務づけるととも

に、子に障がいのある場合など、常時介護を必要とする状態に関する判断基準の見直しを行った

ところでございます。

道では、こうした介護休業制度が着実に浸透するよう、北海道労働局と共催で説明会を開催す

るとともに、ホームページや「仕事と家庭の両立支援ハンドブック」で紹介するほか、介護休業

制度の導入に向けた働き方改革などの社内体制づくりを支援するセミナーの開催などに取り組ん

でいるところであり、今後とも、関係機関と連携し、各般の施策を進め、介護休業制度の周知に

努めてまいります。

○渕上綾子委員 家族等の介護を抱えている社員等が、仕事と介護を両立できる社会を目指し、

社員等が介護をしながら意欲的に働けるようサポートする専門職であるワークサポートケアマネ

ジャーは、企業等に勤務する社員等の介護問題に関する情報提供と相談支援や、契約企業等が抱

える介護離職問題への側面的支援などを役割としています。

安心して働ける環境づくりを掲げる道としても、このような取組を支援すべきと考えますが、

所見を伺います。

○藤田雇用労政課長兼働き方改革推進室長 ワークサポートケアマネジャーについてであります

が、日本介護支援専門員協会が資格認定いたしますワークサポートケアマネジャーは、介護と労

務関連法令の知識を有する、仕事と介護の両立支援の専門職でありまして、介護問題を抱えた働
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く方々が、仕事と介護を両立しながら意欲的に働くことができるよう、情報提供や相談支援、介

護離職防止対策の助言やサポートなどを行っていると承知しております。

道では、ケアラー支援推進シンポジウムの開催やホームページを通じまして、ワークサポート

ケアマネジャーの取組や企業における活用事例などを紹介しているところであり、引き続き、協

会とも連携し、周知を図ってまいります。

○渕上綾子委員 基本計画の取組指標に、介護休業制度の利用件数や介護離職者数などを設定し

ていただきたいと思います。所見を伺います。

○藤田雇用労政課長兼働き方改革推進室長 育児・介護休業制度の状況についてでありますが、

道では、育児・介護休業制度に関する現状を把握することが重要と考え、道の就業環境実態調査

におきまして、事業者における介護休業制度や介護休暇制度、介護などを理由に退職した労働者

の再雇用制度の規程の整備状況を調査するとともに、国の就業構造基本調査を参照し、介護離職

者数を確認しているところでございます。

今後とも、調査項目の見直しの検討を含め、介護休業制度の普及状況などの的確な把握に努め

てまいります。

○渕上綾子委員 雇用、労政についても、知事に直接伺いたいと思いますので、委員長におかれ

ましてはお取り計らいをよろしくお願いいたします。

次に、適切な価格転嫁について伺います。

中小受託取引適正化法について、今年１月１日から、下請法が中小受託取引適正化法に改正さ

れました。主な変更点について伺います。

○三浦中小企業課長 主な変更点についてでございますが、本年１月の法改正によりまして、下

請法は中小受託取引適正化法へと名称が改められ、用語につきましても、下請事業者を中小受託

事業者に、親事業者を委託事業者等へと見直しが行われたところでございます。

主な改正事項としましては、協議を適切に行わない代金額の決定や、手形払い等の禁止のほ

か、特定運送委託を規制対象に追加するとともに、適用基準に従業員基準を導入するなど、規制

及び保護の対象を拡充しております。

○渕上綾子委員 協議に応じない一方的な代金決定の禁止、期日までに満額の現金化が困難なも

のは禁止が盛り込まれました。実効性をどのように確保していくか、伺います。

○三浦中小企業課長 実効性の確保についてでございますが、国におきましては、今回の法改正

によりまして、価格転嫁や取引適正化を徹底していくため、執行体制の強化が図られたところで

ありまして、これまで、業界を所管する省庁には調査権限のみ与えられておりましたが、今後

は、公正取引委員会や中小企業庁と連携しながら、企業への指導や助言を行う権限が新たに付与

されたところでございます。

また、悪質な荷主や元請事業者等の是正指導を行うトラック・物流Ｇメンへの通報につきまし

ても、報復措置の禁止の対象に追加され、中小受託事業者が申告しやすい環境を確保するととも

に、指導助言を受けても改善が見られない事業者に対しましては、具体的な対応を促す勧奨を行
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うことができることとなったと承知しております。

道としましては、国や関係機関と連携し、法改正の説明会の開催やホームページの見直しなど

制度の周知徹底に努めますとともに、発注側企業が、取引先との共存共栄の取組や取引条件のし

わ寄せ防止を代表者の名前で宣言しますパートナーシップ構築宣言の普及などの取組を進めてま

いります。

○渕上綾子委員 こちらも、道の委託事業や補助金等の申請の際に確認する事項に加えることを

求めます。

各業種では人手不足が深刻化している中、私たちの生活に必要不可欠なエッセンシャルサービ

スの現場に従事する方々が、持続的に働き続けることができ、将来に希望が持てるように十分な

手取りを確保することが必須であり、価格転嫁は現場を基準に遡って設計していくべきです。

一方で、事業者としても、従業員の新採、定着のため、賃上げや処遇改善を行いたくても、発

注者との板挟みになります。現場に従事する方々の手取りを確保するためにどのように取り組ん

でいくか、伺います。

○滝口直人委員長 経済部長水口伸生君。

○水口経済部長 賃金の引上げ等についてでございますが、本道の中小・小規模事業者の方々が

持続的な賃上げを実現していくためには、労務費を含むコスト上昇分の価格転嫁を進めることが

重要であると認識しております。

このため、道では、今般の下請法等の改正を契機としまして、国や関係機関と連携し、その趣

旨や内容の周知を徹底しますとともに、パートナーシップ構築宣言のさらなる普及に向けまし

て、道独自のインセンティブの拡充や、市町村、金融機関等との連携強化を図り、発注側企業を

含めたサプライチェーン全体での共存共栄の取組を促進してまいります。

あわせまして、伴走型の経営相談や生産性の向上、人材育成確保への支援を実施しますととも

に、国の支援制度の活用を促進するなど、引き続き、国や関係機関と一体となって、価格転嫁が

円滑に行われる環境整備を現場の声を聞きながら進めてまいります。

○渕上綾子委員 現場で働く人の声を直接聞くチャンネルをつくることを求め、指摘といたしま

す。

次に、食料品の消費税について国会で議論となっていますが、ゼロ％となった場合、食料品の

価格が下がることが期待される一方、事業形態によっては懸念されることもあります。また、免

税か非課税かによっても影響が異なります。免税、非課税で、飲食店、製造業、小売業にそれぞ

れどのような影響があり、どのようなことが懸念されるか、伺います。

○三浦中小企業課長 食料品の消費税についてでございますが、消費税は、免税と非課税で、そ

の取引のために行った仕入れ税額の控除が認められるかどうかの違いがあります。

食料品の消費税率が免税または非課税となった場合、免税であれば、仕入れ税額の控除が適用

され、売上げに係る消費税額よりも仕入れに係る消費税額が多いときに、業種等に限らず差額の

還付が受けられますが、非課税であれば、仕入れ税額の控除が適用されず、こうした還付が受け
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られないこととなります。

また、飲食業におきましては、店内飲食が消費税率ゼロの対象とならなかった場合、消費税率

は10％のままで、持ち帰りや弁当といった中食の消費税率がゼロとなるため、外食が敬遠される

懸念があるとの声があります。

こうした中、道が食料品の消費税率ゼロに関する影響や課題を関係団体や企業にお伺いしたと

ころ、現時点では制度の内容が明確でないことから、今後の状況を注視していくといった声をい

ただいております。

○渕上綾子委員 消費税は事業者への直接税であり、消費税がゼロ％になった場合でも、これま

で物価高騰分などを価格転嫁できず吸収しているような場合、消費税分を値下げするとは限りま

せん。このような場合、原材料の仕入れ税額控除ができないにもかかわらず、売上げに10％を課

税される飲食店等は、大きな打撃となることが懸念されています。

飲食店の声の把握と今後の対応について伺います。

○三浦中小企業課長 食料品の価格転嫁についてでございますが、現在、国におきまして、食料

品の消費税率ゼロを含めた、社会保障と税の一体改革について議論する国民会議を設置し、この

中で、消費税ゼロの導入に当たっての諸課題について、関係者の意見を聞きながら検討を進めて

いくと承知しております。

道としましては、引き続き、こうした国の動きを注視しつつ、その状況に応じて、団体に属さ

ない方々も含め、日頃からの企業訪問や、商工会、商工会議所、北海道中小企業総合支援センタ

ーからの情報収集などを通じ、飲食店をはじめとした中小・小規模事業者の方々への影響把握に

努めるとともに、適切な価格転嫁や取引適正化に向けて、国や関係機関と連携し、取引適正化法

等の周知徹底や相談対応、パートナーシップ構築宣言の普及などの取組を進めてまいります。

○渕上綾子委員 団体に属さない方々も含めとのことですので、ぜひ、飲食店さんの生の声を聞

いていただきたいと思います。

次に、多段階の受託取引から成るサプライチェーンは、中間マージンが積み上がることによ

り、労務費や原価のしわ寄せが末端に行きやすい、長時間労働や短納期のしわ寄せも取引の下流

に集中しやすい、買いたたき、減額、支払い遅延等が連鎖しやすいなどの原因となっており、建

設業や物流業では対策が進められています。

それ以外では、どのような業種で見受けられるか、認識を伺います。

○三浦中小企業課長 多段階の受託取引から成るサプライチェーンの業種についてでございます

が、建設業及び運輸業以外の業種としましては、完成品メーカーを頂点に数多くの部品供給企業

が階層的に連なる製造業のほか、業務の細分化と再委託の繰り返しで中間業者が多層化する情報

通信業などがあるものと承知しておりまして、例えば、輸送用機械器具製造業では、車体メーカ

ーの下に数多くの部品メーカーが一つの車を造るために役割を分担し、電気機械器具製造業で

は、設計、金型製作、加工、表面処理、組立てといった工程ごとに専門企業へ委託が行われ、情

報通信業におきましても、システムの設計、プログラムの作成、テスト、運用などの工程ごとに
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専門会社が関わるなど、複数の企業が工程を分担する取引構造となっているものと承知しており

ます。

○渕上綾子委員 人材派遣に関してはどうでしょうか。

○三浦中小企業課長 労働者派遣業についてでございますが、派遣された労働者をさらに別の企

業に派遣する、いわゆる二重派遣は、職業安定法により禁止されておりまして、産業構造といっ

たものではないと認識しております。

一方で、違法なケースは存在しておりまして、全国的には摘発事例があるものと承知しており

ます。

○渕上綾子委員 道が発注する委託事業において、実作業者の労働時間、賃金、労働環境につい

てどのように把握しているのか、伺います。

また、中間マージンを評価する指標があるか、中間マージン削減への取組についても伺いま

す。

○滝口直人委員長 総務課長長島正己君。

○長島総務課長 道の委託業務についてでございますが、業務終了後に経費の精算を行う場合に

は、委託業務従事者の人件費の支払いに当たって、業務に従事した内容や時間が分かる書類や、

給与台帳などの算出根拠が分かる書類を確認しております。

加えまして、業務委託等の契約の適正な履行とともに、当該契約に従事する労働者の適正な労

働条件が確保されることが重要でありますことから、経済部より各部局に対し、適正な労働条件

の確保について配慮するよう、受託業者へ要請することを依頼しているところでございます。

また、道では、委託業務の再委託や再々委託を原則禁止としておりまして、例外的に一定の要

件を満たす場合に限り、道の承諾を得た上で、その業務の一部を再委託することは可能としてお

り、その承諾に当たっては、再委託の契約金額や業務の管理・履行体制などを確認することとし

ております。

○渕上綾子委員 適切な価格転嫁と望ましい商習慣の実現に向けてどのように取り組むか、伺い

ます。

○安彦地域経済局長 多段階の受託取引から成るサプライチェーンについてでございますが、２

次請け、３次請けへと取引段階が深くなるにつれて、コスト上昇分の価格転嫁が進んでいない状

況になっており、中小受託事業者の方々の利益減少といった課題が指摘されている一方で、業界

特有の商慣習、構造的な必然性や合理性もあるものと認識しております。

こうした中、国では、サプライチェーン全体で適切な価格転嫁を実現するため、下請法と下請

振興法を改正しまして、協議を適切に行わない代金額の決定の禁止や、運送委託の規制、多段階

の取引事業者の連携した取組への支援などを追加するなど、新たな措置を講じたところでありま

す。

道といたしましては、今後とも、国や関係機関と連携しながら、買いたたき、不当な金銭や役

務等の提供要請などを禁止する今回の法改正の内容や、価格転嫁等に関する支援策の情報提供、
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パートナーシップ構築宣言の普及啓発など、価格転嫁と望ましい取引慣行の実現に向けまして取

り組んでまいります。

○渕上綾子委員 適切な価格転嫁についても知事に直接伺いたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。

続きまして、エネルギー政策について伺います。

道では、北海道らしい水素社会の実現に向け、北海道水素社会実現戦略により推進してきまし

た。この戦略及び水素サプライチェーン構築ロードマップの最終更新は2020年となっています

が、次期更新の予定について伺います。

○滝口直人委員長 ＧＸ産業担当課長平田孝之君。

○平田ＧＸ産業担当課長 水素戦略ビジョンなどについてでございますが、本ビジョン及びロー

ドマップは、2040年度頃までを見据えた中長期的な視点から、道内各地域の特性を生かした北海

道全体の水素社会の在り方を示し、再生可能エネルギーや未利用資源を活用した水素の利用を進

めるための方向性を示すものでございます。

道では、本ビジョンで定めた方向性に基づきまして、北海道における水素社会の実現に向けた

各種取組を企業、団体、市町村などと連携して進めているところでございます。

本ビジョン等につきましては、国の水素・燃料電池戦略ロードマップの変更や、社会情勢の変

化、規制の見直し、技術開発の進捗状況などを踏まえ、必要に応じて適宜見直しを行うこととし

ておりまして、今後、産学官で構成される北海道水素イノベーション推進協議会における意見を

お聞きし、また、水素を取り巻く状況の変化を適切に見極めながら検討をしてまいります。

○渕上綾子委員 最新動向を踏まえ、必要に応じて見直しますとしているにもかかわらず、いま

だ2030年札幌冬季オリンピック・パラリンピックが記載されたままですので、早期に更新をする

よう求め、指摘とします。

次に、さっぽろ雪まつりでは、毎年、ＧＸ・脱炭素エリアが設けられ、水素ストーブや水素発

電機などが展示されています。また、今月５日、トヨタ自動車北海道や北洋銀行など６社は、道

内の再生可能エネルギーでつくるグリーン水素を高効率で使う技術や製品を開発する新会社「Ｈ

２ほっかいどう」を設立したと報じられました。

市町村や事業者で水素の利活用に向けた開発や普及への取組が進められていますが、どのよう

に連携し、意見をどのように把握し、道として主体的にどのようなことに取り組んでいるのか、

伺います。

○平田ＧＸ産業担当課長 道の取組についてでございますが、水素等の次世代エネルギーの供給

や利用に向けた取組を促進することは、本道が進める再エネ供給、活用の拠点化、ＧＸ産業の集

積、さらには、道内企業の水素関連産業への参入などにも資するとともに、ゼロカーボン北海道

の実現にもつながるものと認識をしております。

このため、道といたしましては、産学官で構成される北海道水素イノベーション推進協議会な

どの意見を参考にしながら、地域資源を生かした再エネを活用する水素の導入支援や、水素利用
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の理解促進、さらには、事業化の支援を行うとともに、国が、水素社会推進法に基づき進める拠

点整備や価格差支援に道内のプロジェクトが選定されるよう、引き続き、国に対して要望を行う

ほか、ＮＥＤＯなど国の実証事業の採択を目指すプロジェクトの構築を支援しているところでご

ざいます。

○渕上綾子委員 昨年４月に、エア・ウォーター水素ステーション札幌大通東が開業しました。

隣接した建物に供給予定であること、ＦＣＶへの充塡にかかる時間は３分とガソリンスタンドと

大差はないこと、寒冷地仕様や近隣住民に配慮した振動・騒音対策などについて説明いただきま

した。現在、水素の価格は補助金により抑えられている状況で、ＦＣＶの普及による利用の促進

が水素の単価を下げる鍵となります。

しかし、道内でのＦＣＶの普及状況は、令和７年３月末の時点で僅か67台です。ロードマップ

では、大消費地でのＦＣＶの導入を9000台と掲げられています。導入促進に向け、都道府県単位

での補助事業を設けている自治体もあります。道での補助事業の創設と道の公用車への導入の拡

大を求めます。所見を伺います。

○滝口直人委員長 経済部次長兼ＧＸ推進局長中富大輔君。

○中富経済部次長兼ＧＸ推進局長 ＦＣＶの普及についてでありますが、国では、ＣＯ２ 排出量

の約２割を占める運輸部門において、商用ＦＣＶの導入促進を図ることを目的として、東京や神

奈川などの大消費地を重点地域として選定し、商用ＦＣＶの導入や、需要と一体となった水素ス

テーションの整備などを先行して推進しているところであります。

道としても、次世代自動車の普及に向け、積雪寒冷地に対応した技術の開発促進や、水素ステ

ーションの導入拡大に向けた施設整備などの支援策の充実について、引き続き、国へ要望すると

ともに、商用ＦＣＶの導入拡大に向けて継続的に検討してまいります。

また、道では、道の事務事業に関する温室効果ガス排出量の削減に向け、公用車についてＦＣ

Ｖや電気自動車などの次世代自動車の導入を推進しているところでありまして、このうち、ＦＣ

Ｖについてはこれまでに計４台を導入しており、引き続き、業務の円滑な遂行を基本としなが

ら、費用対効果も踏まえ、環境負荷低減の視点に立って取り組んでまいります。

○渕上綾子委員 ロードマップでは、2030年頃までに大消費地での利用促進と地産地消を基本と

した水素サプライチェーンの構築としていますが、具体的な目標と進捗について伺います。

○平田ＧＸ産業担当課長 水素サプライチェーンの構築についてでございますが、道では、水素

社会実現戦略ビジョン及び水素サプライチェーン構築ロードマップに基づき、水素利用機器の導

入促進や、地域特性を生かした水素利用の展開を図ることといたしまして、2040年度頃には、水

素の優れた特性を生かし、日常の生活や産業活動で利用する社会となることを目指しており、現

在、多様な再エネや地域資源を活用した水素製造や利活用が各地において進められているところ

でございます。

具体的には、地産地消につきましては、三笠市における地下石炭層や木質バイオマスを活用し

た水素製造、豊富町における天然ガスからの高純度水素製造による近隣需要家への供給実証な
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ど、着実に取組が進捗しているところでございます。

また、大規模利用促進につきましても、苫小牧地域を中心として国産グリーン水素を製造する

取組が検討をされております。

以上でございます。

○渕上綾子委員 ロードマップには、家庭用燃料電池―エネファームについて、2030年に530

万台の普及を目指しますなど目標が掲げられていますが、定期的に進捗を確認する仕組みがある

のかについて伺います。

○平田ＧＸ産業担当課長 進捗の確認についてでございますが、道では、水素サプライチェーン

の構築に向けた取組の状況について、実証事業の動向や新たな水素関連プロジェクトの検討状況

などを、関係事業者や地元自治体等との情報交換を通じて把握に努めております。

具体的には、道内各地域で実施されている実証事業の検討委員会等に参画し、需要先調査や輸

送方法の検討への協力、広域的な地域連携の視点からの助言を行う中で、各プロジェクトの状況

や課題などを把握しているところでございます。

また、令和５年度から、水素の導入拡大に向け、道内各地域において、国の実証事業の採択を

目指すプロジェクトの構築支援といたしまして、水素需要に関する調査や、水素ビジネスに関す

る情報提供等を行う検討会を開催し、関心の高い企業の動向などについて情報収集を行っている

ところでございます。

さらに、北海道水素イノベーション推進協議会において、水素の製造、貯蔵、輸送等に関わる

事業者からの事例紹介や意見交換を通じ、道内におけるサプライチェーン構築に向けた取組の進

展、技術動向などの進捗の把握に努めているところでございます。

○渕上綾子委員 一つ目の質問で、戦略等が更新されていないことについて申し上げたとおり、

道の熱量がいま一つ感じられません。また、「Ｈ２ほっかいどう」の話をしましたが、会見のバ

ックパネルに、札幌市のロゴはあったものの、社名に「ほっかいどう」と入っているにもかかわ

らず、北海道のロゴがなかったのは寂しい限りです。水素社会実現に向け、ゼロカーボン推進監

は本気度をどのように示していくのか、伺います。

○滝口直人委員長 経済部ゼロカーボン推進監田中仁君。

○田中経済部ゼロカーボン推進監 水素社会実現に向けた取組についてでございますが、道で

は、2050年までのゼロカーボン北海道の実現を目指し、北海道水素社会実現戦略ビジョンの目標

年次であります2040年度に向け、水素の製造から利用までの地産地消を基本とした水素サプライ

チェーンの構築や、災害にも強い脱炭素で安全、安心な地域づくり、道内企業の参入促進により

ます環境関連産業の育成振興の三つの視点で取組を進めているところでございます。

また、道内で実施されております実証事業の検討委員会や、プロジェクト構築に向けました検

討会、さらには水素イノベーション推進協議会におきまして、民間企業の皆様と情報共有や意見

交換を行うなど、札幌市をはじめとした道内各地域における水素の利活用推進に関する協議会等

に参画をし、連携した取組を行っておるところでございます。
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加えまして、道が主体となりまして、市町村等の地域資源を生かした水素の導入支援や水素利

用の理解促進、事業化への支援など、様々な取組を行っており、今後も、地域の皆様や様々な事

業を実施、検討されております事業者の方々と連携をしながら、本道の水素社会実現に向けた取

組を進めてまいります。

○渕上綾子委員 推進監の決意を御答弁いただきましたが、知事はどうでしょうか。広報紙「ほ

っかいどう」を見ても、水素についての頻度も枠もあまり熱量を感じません。知事のインスタグ

ラムでは、一回も投稿が確認できません。せっかく鹿追まで行ったのに、どうしたことなのでし

ょうか。推進監から知事に強く働きかけていただくことを求め、指摘といたします。

次に、データセンターについて伺います。

近年、ＡＩの普及とデジタル化の進展に伴い、国内外でデータセンターの設置件数のさらなる

増加が見込まれています。一方で、電力消費や水利用、騒音、景観などをめぐり、住民とのあつ

れきが生じた事例も報告されています。こうした国内外の状況をどのように把握しているのか。

本道においても、今後、データセンターの立地が進むことが見込まれていますが、設置に当た

り、地域住民との合意形成や環境面への配慮など、あつれきを未然に防ぐためにどのように取り

組んでいくか、伺います。

○滝口直人委員長 産業振興局長北風浩君。

○北風産業振興局長 データセンターにおける地域との共生等についてでございますが、昨今、

首都圏でのデータセンターの立地に当たり、住宅地との距離の近さや景観への影響などを理由

に、一部の地域住民の方々から不安の声が上がっていると承知しており、道では、国や東京都の

ほか、日本データセンター協会やデータセンター事業者などとの情報交換を通じ、こうした動き

の把握に努めているところでございます。

こうした中、道では、昨今の再エネ発電事業の状況を受け、昨年11月に策定した地域との共生

に関する３原則を参考に、データセンターも、関係法令等の遵守や地域住民の理解、環境の保全

などに配慮いただくよう、誘致活動や相談対応の中で働きかけており、引き続き、地域と共生し

たデータセンターの誘致に取り組んでまいります。

○渕上綾子委員 データセンターが第２の太陽光パネルの問題にならないように、早い段階で対

応していただきたいと思います。

次に、近年、データセンターや半導体産業による電力需要の増加、再生可能エネルギーを取り

巻く諸課題など、目まぐるしく状況が変化していますが、現状、課題、進捗、将来の目標や見通

しをどのように捉えているのか伺うとともに、第３期北海道省エネルギー・新エネルギー促進行

動計画、ゼロカーボン北海道推進計画など、各施策に今後どのように反映していくか、伺いま

す。

○滝口直人委員長 新エネルギー担当局長木村重成君。

○木村新エネルギー担当局長 新エネの導入拡大などについてでありますが、道では、新エネの

導入拡大と利活用の促進に向け、北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画などに基づき
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各般の取組を進めており、こうした計画を着実に推進するためには、次世代半導体の製造拠点や

ＡＩデータセンターなどの需要動向を把握しながら、送電網の増強など必要な電力インフラの整

備などが重要と認識しております。

省エネ・新エネ計画では、今年度、中間点検を行ったところであり、主な目標値である新エネ

発電設備容量の達成率では62.3％となっているなど、着実に進展はしているものの、電力インフ

ラの整備を含め、今後、取組を加速させる必要があるほか、自然環境や景観との調和など、地域

との共生を図りながら取組を進めていくことなどが課題であります。

このたびお示しした計画の改定案では、こうした状況を踏まえ、計画後半期において、国や道

の施策の積極的な活用をはじめ、国と連携した施策の強化や地域との共生、新技術の普及、活用

などの取組を重点的に推進するとともに、同じく改定するゼロカーボン北海道推進計画において

も、地域との共生等の内容を反映しております。

今後とも、計画の着実な達成に向け、経済社会情勢等の変化を踏まえながら、適宜、計画へ反

映するなどし、取組を加速してまいります。

○渕上綾子委員 最後に、高レベル放射性廃棄物について伺います。

経産省は、南鳥島での文献調査を小笠原村に申し入れました。地方議会の議決を待たずに、国

から調査を申し入れた初めての事例となります。

道は、国民的な議論としていくため、国が前面に立って理解促進に取り組むべきとしています

が、このたびの件をどのように受け止めているか、伺います。

○滝口直人委員長 資源エネルギー局長川畑千君。

○川畑資源エネルギー局長 特定放射性廃棄物の最終処分場についてでございますが、最終処分

の問題は、原発の所在の有無にかかわらず、国民的な議論が必要であり、国では最終処分場は全

国で１か所建設することとしておりますが、これまで、調査地点に広がりが見られず、結果とし

て北海道だけの問題となってしまうことを懸念しております。

今般、国から小笠原村に対して文献調査の申入れが行われましたが、道といたしましては、最

終処分の問題は全国的な課題であるとの基本的な考えの下、エネルギー政策に責任を持つ国が、

これまで電力供給の恩恵を受けてきた消費地も含め、引き続き、全国において理解促進に努めて

いただくことが重要と考えております。

以上です。

○渕上綾子委員 エネルギー政策におきましても知事に直接伺いたいと思います。委員長、よろ

しくお願いいたします。

以上で質問を終わります。

○滝口直人委員長 渕上委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

真下紀子君。

○真下紀子委員 観光施策等に関し、観光の安全対策等について最初に伺います。
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欧米豪・アジア各市場誘客促進事業費が、新たにインド市場も加えて、負担金事業として計上

されています。どのような事業内容か、お聞きします。

昨年度とほぼ同規模の予算となっておりますけれども、これまでの事業効果をどう評価し、効

率化をどう反映した上で予算計上したのか、お聞きします。

○滝口直人委員長 誘客推進担当課長山﨑賢一君。

○山﨑誘客推進担当課長 海外からの誘客事業についてでございますが、本道観光のさらなる振

興に向けましては、外国人観光客への地域や市場ごとの特性を踏まえましたプロモーションが重

要と認識しております。

このため、道では、これまで、アジア圏や欧米豪などをターゲットに、様々なプロモーション

の機会を通じまして、道内各地の魅力的なコンテンツや季節ごとの様々な魅力をＰＲしてきたと

ころであり、令和７年度上期の訪日外国人来道者数は、前年比で約13％増となるなど、一定の効

果があったものと考えております。

道としては、長期休暇期間が北海道の閑散期と重なる東南アジア市場など、アジア圏をはじ

め、欧米市場などの国や地域ごとの特性を踏まえ、ＳＮＳ等による情報発信や現地旅行博への出

展など、これまでの取組で培った現地のネットワークを有効に活用しまして、様々なプロモーシ

ョンを効果的に実施いたしますほか、昨今のグローバルリスクも踏まえ、来年度から新たに市場

規模が大きいインドなど新規市場開拓にも取り組むなど、さらなるプロモーションの強化を図っ

てまいります。

○真下紀子委員 効果は出ているわけですから、予算面で効率化したらいいと思うのですよね。

また、湾岸協力会議・ＧＣＣ６カ国市場誘客促進事業として、負担金事業319万5000円が計上

されています。２月28日のアメリカ・イスラエル攻撃による中東情勢を踏まえて、安全の観点か

ら事業内容の見直しが必要ではないかと考えるのですけれども、いかがですか。

○山﨑誘客推進担当課長 中東市場への誘客促進についてでございますが、本道の活性化を図る

ためには、地域や市場ごとの特性を踏まえました外国人観光客へのプロモーションが重要と認識

しております。

こうした認識の下、道としては、来年度、富裕層割合が高い中東市場からの誘客の可能性も探

るため、観光機構と連携して市場調査に取り組むこととしており、引き続き、不透明感を増す中

東情勢の事態の推移や政府の対応などを注視しながら、対応を慎重に検討してまいります。

○真下紀子委員 慎重にしたほうがいいというふうに思います。

経済部は、アドベンチャートラベルを北海道観光の中核と位置づけて、宿泊税充当事業も含め

たＡＴ推進対策事業費として２億2248万円を来年度予算に盛り込んでいます。そのうち、観光機

構の負担金事業として１億1217万円を計上しているわけです。

事業内容とともに、安全対策をどう盛り込まれているのか、お聞きします。

○滝口直人委員長 観光地づくり担当課長塚本昌章君。

○塚本観光地づくり担当課長 アドベンチャートラベルの安全対策についてでございますが、ア
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ドベンチャートラベル推進事業については、観光機構との連携の下、海外市場に向けたプロモー

ションや、海外旅行会社等の招聘、旅行博への出展、道認定アドベンチャートラベルガイドの利

用促進に向けたＰＲなどに取り組むほか、ＡＴガイド人材育成事業といたしまして、安全管理や

救急救命などの知識や技能に関する講習を実施し、北海道アドベンチャートラベルガイド認定等

制度に基づき、アドベンチャートラベル旅行者の安全対策につながる国際水準の能力を持つガイ

ドの育成確保に取り組むこととしております。

道といたしましては、今後とも、本道を訪れる旅行者の皆様が認定ガイドを活用いただくこと

で、安全、安心にアドベンチャートラベルを楽しむことができるよう、様々な取組を進めてまい

ります。

○真下紀子委員 つまり、ＡＴガイドの活用以外はないということなのですよね。

私は、山岳遭難や雪山でのバックカントリー対策などについて、2024年―令和６年第３回

定例会予算特別委員会で対策強化を求め、知事は、今後も外国人登山客の増加が見込まれること

から、山岳遭難防止に向けての効果的な取組を展開していくと答えたわけですけれども、ホーム

ページ上では、総務部危機対策局、道警、環境生活部、海上保安庁等へのリンクしか張られてお

りませんでした。

観光局は、山岳遭難対策協議会をはじめ、どのようにバックカントリーなどの安全対策を強化

してきたのか、そして、その効果をどう評価しているのか、お聞きします。

○滝口直人委員長 観光局長佐々木敏君。

○佐々木観光局長 遭難防止に向けた取組についてでございますが、事故を未然に防ぐために

は、外国人の方々を含めまして、自らが十分な安全対策を講じることが基本であり、登山届の提

出、冬山に関する正しい知識や必要な装備、さらには認定ガイドの活用などについて、広く周知

を図ることが重要と考えております。

こうした認識の下、道では、これまで、道警察や行政機関、関係団体と連携しながら、天候、

地形の事前把握や冬山装備の確認などを促す、外国人にも対応した多言語リーフレットを作成

し、ホテル、空港などに配付するとともに、道のホームページやＳＮＳにおいて、英語による動

画も活用しながら、冬山の危険性や必要な安全対策について情報発信を行ってきたところでござ

います。

こうした中、外国人の遭難者数が増加していますことから、事故を未然に防ぎ、旅行者の安全

が確保されるよう、より一層、効果的な取組を進めていく必要があると考えているところでござ

います。

○真下紀子委員 そこで、私は、道のホームページの「北海道でアウトドアを楽しむ皆様へ」を

見てみました。そこには、自己責任と誘客の記載のみなのですよ。安全対策は見当たりません。

本気度というのは、こういうところに出てくるわけですから、しっかりとやっていただきたいと

いうふうに思うのです。

2025年―令和７年の遭難件数は141件、189人と増加をしておりまして、そのうち、バック
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カントリーは67件、89人に上り、今年も、台湾、カナダの方々のバックカントリー遭難が相次い

でいるという状況です。誘客を進める旅行事業者などが、観光客への注意喚起と安全配慮を図る

ということが必要だと考えます。そうすることによって、事故を減少させることができるという

ふうに考えるのですね。

道は、遭難が減っていない要因をどう考えて、どのような対策がさらに必要とお考えか、お聞

きします。

○佐々木観光局長 遭難の要因などについてでございますが、バックカントリースキーにおける

遭難事故の増加は、世界的にも評価の高い本道の雪質、良質の雪を求めて国内外から多くのスキ

ーヤー等が訪れていることに加えまして、ＳＮＳなどを通じたコース外滑走に関する情報が広く

発信され、雪山の知識や安全意識が不足し、十分な準備が整わない外国人観光客の増加が背景に

あるものと考えております。

こうした認識の下、道では、これまで、関係機関などと連携し、外国人にも対応した多言語リ

ーフレットの配付、ＳＮＳによる情報発信を通じた冬山装備の普及啓発や注意喚起などに取り組

んできたところでありますが、引き続き、冬山の危険性や必要な安全対策の情報発信などが必要

と考えております。

○真下紀子委員 自然の中にはリスクが必ずあるわけで、そのことをしっかり認識した上での対

応が必要だと思います。

総務部危機対策局や北海道警察は、実際に人命が危機にさらされたときの救助を第一義的目的

としています。その前段階の防止対策は、観光目的であれば誘客を進める観光事業者の責務でも

あるわけです。

道は、どのような考えで、観光関連事業者の安全対策と行政の責務及び取組に関する役割分担

を行い、取組を図っているのか。とりわけ、北海道観光機構はどのような役割を果たし、対策を

取ってきたのか、お聞きします。

○佐々木観光局長 安全対策の取組についてでございますが、道では、バックカントリースキー

において雪崩に巻き込まれるなどの事故が毎年発生していることから、総務部や環境生活部と連

携をし、冬山において安全に楽しんでいただくよう、スキー客などを対象とした安全対策等の啓

発を行っているほか、観光機構と連携し作成したルール・マナー啓発リーフレットを活用し、イ

ンフルエンサーによる配信や、新千歳空港や札幌の中心地といったインバウンド観光客の需要が

高い場所でのデジタルサイネージの配信、観光案内所などでのチラシの配架などを行っているほ

か、地域が主体的に行う独自の取組に対する支援を行ってきております。

一方で、増加するバックカントリー事故に対応するため、観光機構との連携については、経済

部観光局及び観光機構は、山岳遭難防止等の対策を推進するための北海道山岳遭難防止対策協議

会や、スキーを楽しむ利用者の安全と利用を両立させる方策を検討するための「バックカントリ

ースキー事故防止等に関する検討会」に構成員として参画し、関係機関などと連携しながら、安

全対策等の啓発に取り組んでいるところであり、観光機構は、旅行者向けＳＮＳによる多言語で
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の情報発信や、ホームページを活用したマナーガイドの周知などを行っているところでございま

す。

○真下紀子委員 そこで、私は、機構が作成したＡＴのホームページを見てみたのです。そうし

ますと、旅行会社・メディア向けと観光客向けの二つのページだけで、どちらにもバックカント

リー禁止などの安全啓発の情報が見当たらないのですよね。

これまで観光事業者による安全対策の強化を指摘してきたにもかかわらず、このような対応に

とどまっているのはなぜなのでしょうか。

○塚本観光地づくり担当課長 北海道観光機構の安全対策の取組についてでございますが、観光

機構のアドベンチャートラベル特設サイトは、国内外の旅行者に本道のアドベンチャートラベル

の魅力を訴求するとともに、ツアーオペレーターやガイド、地域の関係者等へ向けて本道のアド

ベンチャートラベルに関する情報を提供する目的で運営されてきたところでございます。

観光機構では、これまで、海外市場向けの公式ＳＮＳを通じて、英語、中国語、韓国語によ

り、バックカントリースキーの危険性に関する注意喚起に取り組んでいるところでございます

が、道といたしましては、近年のバックカントリー事故件数の増加を踏まえまして、これまでの

取組に加え、アドベンチャートラベル特設サイトも活用し、旅行客及び観光関係者に対してさら

なる注意喚起を行うべく、現在、観光機構と協議を進めているところであり、引き続き、安全、

安心の確保に向けた効果的な情報発信に向けて取り組んでまいります。

○真下紀子委員 機構は専門家集団だと思うのですよ。そこが、やっぱり、リスク管理をできて

いないというのは問題だと思うのです。

それで、外国人観光客の増加が著しい富士山では、トップページに、「富士登山の前に必ず知

っておくこと」というコンテンツが最初に目に留まって、「１分でわかる富士登山安全ガイド」

というユーチューブ動画が分かりやすい位置に掲載されているそうです。

誘客するなら、安全対策の情報も適切に提供してこそ、初めて、安全、安心な観光と言えるの

ではないでしょうか。豊かな自然を魅力としてＡＴを推進するなら、行政任せにせず、観光事業

者自らが取組の強化を図っていくべきだと考えますけれども、いかがですか。

○塚本観光地づくり担当課長 北海道観光機構の安全対策の取組についてでございますが、バッ

クカントリースキー事故防止等に関する検討会には、道や観光機構のほか、山岳ガイド協会や冬

季リゾート事業者など、民間の関係者も構成員として参画しておりまして、それぞれの立場から

連携して安全対策等の啓発に取り組んでいるところでございます。

道といたしましては、引き続き、こうした取組から得られた知見や情報を、機構や関係機関と

一層の連携を図り、先進事例等も参考にしながら、効果的に情報発信できるよう取り組んでまい

ります。

○真下紀子委員 次に、稼げるガイド育成に向けたキャリア構築支援事業では、安全性の向上が

観光客の利便性向上としていますけれども、なぜ、全額、宿泊税充当なのでしょうか。稼げるガ

イドですから、自分で投資して、自分で頑張ったらいいのじゃないかというふうに思うのですけ
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れども、どうでしょうか。

○塚本観光地づくり担当課長 ガイドのキャリア構築支援についてでございますが、安全対策は

もとより、豊富な知識や優れたガイディング技術など、旅行者の多様なニーズを満たす能力を備

えている質の高いガイドは、旅行者の皆様が安全、安心にアドベンチャートラベルを楽しむため

に重要な人材と認識しております。

このため、道では、ガイド業の担い手の育成確保に向けまして、ガイドのキャリア構築支援事

業におきまして、経営能力向上に関する研修や事業者とのマッチングなどにより、ガイド従事者

の質の向上と事業の安定化を図ることとしたところでございます。

道では、受入れ体制の強化や人材育成など、宿泊者の受益に関連し、税充当の原則的なルール

と合致する取組につきましては宿泊税を充当する施策として整理しておりまして、質の高いガイ

ドの充足は、宿泊者の受益にもつながることから、宿泊税を充当することとしたところでござい

ます。

○真下紀子委員 「宿泊者の受益にも」というふうにおっしゃいましたよね。「にも」というこ

とは、そうやって言えば、宿泊者の受益にもつながれば何にでも使えることになってしまうので

すよ。それに、エッセンシャルワーカーも、自己負担がある中で自己研さんして、そして、資格

を取るわけですよね。観光ガイドだけが100％税金というのは、ちょっと公平性が問われるので

はないかと思います。

観光客が増加し、ＡＴの利用増を見込むのであれば、観光客増加に比例してリスク対策を強化

しなければなりません。観光客の安全対策は、本来は、誘客を行い事業展開する観光事業者の責

任でもあり、積極的に取り組んでこそ信頼が高まるものと考えます。

行政は、事業者がその責任を果たすよう求めるべきであって、自然と共生する安全な北海道観

光振興のためにどのように取組を強化していくのか、伺いたいと思います。

○滝口直人委員長 経済部観光振興監阿部正幸君。

○阿部経済部観光振興監 観光客の安全対策についてでありますが、本道の雄大な自然環境を生

かしたアクティビティー活動に当たりましては、十分な知識と経験を基に、安全対策をもって行

われることが重要でございます。

このため、道としては、引き続き、観光客が安心して北海道を訪れ、滞在できる環境を整える

ため、宿泊税を活用し、地域の特性や実情に応じました取組に対する支援や、旅マエ、旅ナカに

おいて、分かりやすい多言語による旅行者向けのルール・マナー啓発の強化などによりまして、

市町村や関係団体などと連携し、観光事業者等への安全対策の徹底、そして、事故防止に向けた

注意喚起を行うなど、旅行者の皆様の安全、安心の確保が図られるよう取組を推進してまいりた

いと考えております。

○真下紀子委員 ちょっとまだ納得しておりません。

次に、宿泊税について伺います。

宿泊税充当事業を決定するに当たり、既存事業とのすみ分けを行うことが不可欠だと考えてお
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ります。既存事業との整合性をどう整理し、他部と協調する事業についてはどのように調整を図

ったのか、伺います。

○滝口直人委員長 観光事業担当課長秋元宏文君。

○秋元観光事業担当課長 観光予算の考え方についてでございますが、本道観光は、地域偏在や

季節偏在といった構造的な課題に加え、慢性的な人手不足や移動利便性の向上など、様々な課題

に直面しているものと認識しております。

道では、こうした課題の解決に向けまして、庁内関係部局などと協議を行い、具体的な施策を

検討する中で、受入れ体制の強化や人材育成など、宿泊者の受益に関連し、税充当の原則的なル

ールと合致する取組につきましては宿泊税を充当する施策として整理し、その他、プロモーショ

ンや基礎調査などの観光振興に必要な取組につきましては宿泊税以外の財源を充当することとし

たところでございます。

○真下紀子委員 それでは、具体例でお聞きしますけれども、宿泊税事業で、観光危機対応事業

が提案をされております。総合防災訓練など、危機対応は総務部が中心となって行う事業が多い

と考えるわけですけれども、宿泊客だけの訓練というのはどういうふうに調整を図ったのでしょ

うか。

また、医療機関や介護施設などの避難訓練は、それぞれの施設の責任で行うもので、十分でな

ければ行政指導までされます。宿泊施設や観光施設においても、事業者の第一義的責任で行うも

のであって、なぜ、宿泊税を充当しなければならないのか、疑問が残るわけです。宿泊税充当以

外に観光事業者等が実施することを求めてはいないのでしょうか。

○秋元観光事業担当課長 観光危機対応事業についてでございますが、道では、観光客の広域周

遊の促進や、多様な国、地域からのインバウンドの一層の増加などに取り組むこととしておりま

して、道といたしましては、災害対応につきましても、従来の視点に加えて、こうした環境の変

化なども見据えながら、来訪者の安全、安心の確保に向けた対応を進めていくことが必要と考え

ております。

このため、こうした観点から、避難先としても活用される観光施設の方々の御協力も得なが

ら、庁内関係部局との連携の下、訓練を繰り返し実施し、本道を旅行する皆様の安全、安心の確

保に向けてノウハウの蓄積を進めていく考えでございます。

○真下紀子委員 つまり、今は間に合っていないことをおっしゃっているということですよね。

それだと危ないのじゃないですか。

来年度当初予算編成では、460億円もの収支不足があって、そこから収支対策として歳出削減

などの取組が行われております。観光関連事業において、歳出削減等の収支対策というのは行わ

れていたのでしょうか。

○佐々木観光局長 歳出削減等の収支対策についてでございますが、観光局におきましては、令

和８年度において、一部事業において地域が主体となる取組へ移行させるとともに、事業費の削

減や国交付金の充当額を増加させることなどによりまして、約3300万円の歳出の見直しを行った
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ところでございます。

○真下紀子委員 約3300万円の歳出削減をしたとお答えになったのですけれども、観光局の一般

財源は3000万円以上も増加しているのです。プラスマイナスすると、6300万円増やしたことにな

りますよね。財政難の道は、知事など特別職が行財政改革の推進に向けた姿勢を示すために年間

1720万円もの独自縮減を行っていますが、これだと焼け石に水で、観光局にはこうした考えとい

うのは伝わっていないのでしょうか。

新たに宿泊税32億円の収入が増えるなら、観光関連事業は宿泊税を充当する新規事業に振り替

えるなど、一般施策を縮小して貢献することが求められる姿勢ではないかと考えるのですけれど

も、その努力を怠っているのでしょうか。

○佐々木観光局長 歳出削減等の収支対策についてでございますが、道では、令和８年度観光局

予算において、事業費の削減等による歳出の見直しを行うとともに、観光機構負担金事業として

行ってきました人材育成確保に向けた取組を大幅に拡充し、宿泊税充当事業といたしました。

一方、宿泊税以外の事業といたしまして、近年、減少傾向にあります道民の道内旅行の需要喚

起や、グローバルリスクへの対応としての新たな海外市場開拓などを推進するための事業費、ア

ドベンチャートラベルの推進や地域の取組支援などに引き続き取り組むこととし、必要な事業費

を積み上げたところでございます。

○真下紀子委員 観光分野だけ特別扱いなのですよね。やっぱり、ここはしっかり見直さない

と、ほかの部局に対しても理解が得られないのじゃないかと思います。

道は、当初、北海道観光機構から要望を受けて、危機対応力強化の観点から、災害などの不測

の事態に備えた財源の積み上げを検討してきた経過があります。知事は、さきの質問で、税の在

り方や使途、道としての予算の考え方や地方自治法上のルールなどと照らし合わせ、要望が直接

実現できないものもあると認識と答弁をされておりました。道は、最終的に宿泊税充当事業に盛

り込まなかったわけです。

法令等に照らして要望が実現できない理由というのは何なのでしょうか。また、実現に向けた

検討経過と実現できないと判断した時期をお聞きします。

○滝口直人委員長 観光事業担当局長上野修司君。

○上野観光事業担当局長 危機対応の考え方についてでございますが、昨年９月、観光機構をは

じめ宿泊６団体から道に対し、災害等による観光の危機対応に関しまして、機構が機動的に施策

を実施できる災害積立金の設置などについて御要望をいただいたものでございます。

この積立金の設置に関しましては、観光機構が柔軟に緊急的な施策を実施できる積立金にする

よう要望も受けましたが、道の予算は、地方自治法に基づき、道議会の御議決を経て執行する必

要があることなど、繰り返し丁寧に御説明をいたしまして、最終的に今回の予算案の提案に至っ

たところでございます。

○真下紀子委員 私は前から申し上げていますけれども、負担金事業を通じて機構は大きな勘違

いをしている、だから、こういう要望につながったのだというふうに考えるのです。
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機構へは、道庁課長級職員を派遣して、道と観光機構は、毎年、事業に関する綿密な意見交換

を行っています。機構から法令違反となり得る要望が出てきたわけですけれども、道が行政とし

て役割を果たしていたのでしょうか。違法な要望に至った原因はどこにあるとお考えでしょう

か。

○上野観光事業担当局長 機構等からの要望についてでございますが、観光機構に派遣されてい

る道の職員の業務内容につきましては、北海道職員の公益社団法人北海道観光機構への派遣に関

する協定書に基づき定められておりまして、当該職員は共同事業の執行を担当することとしてお

りまして、今回の要望内容の意思決定には関わっていないと承知しております。

○真下紀子委員 派遣職員には責任がないかもしれないけれども、道との関係においては責任が

あるのじゃないですか。全くお粗末としか言いようがありません。

災害時などにおけるいわゆるどうみん割は、当時、検討していたものですけれども、結果とし

て宿泊税充当事業には盛り込まれませんでした。不測の事態に対応する事業がない以上、会計の

透明性が基金設置の目的となったと考えますが、いかがですか。

○秋元観光事業担当課長 宿泊税基金についてでございますが、道では、令和８年４月から、道

宿泊税の徴収開始を予定しておりまして、その税収は、地域社会及び本道経済の発展に資する観

光振興を図る施策に要する経費に充てることを目的としていますことから、税収をその他の財源

と区分し、当該施策に充当することを明確にするため、基金の創設を本定例会に提案したところ

でありまして、道といたしましては、透明性ある運用に努めてまいる考えでございます。

○真下紀子委員 透明性ある運用に努めるということと地域社会及び北海道経済の発展に資する

という、こういう目的があるということは非常に公益性があるわけですよね。高い公益性を持っ

て運用しなければならないと。

次に伺いますけれども、来年度の観光局事業では、観光機構負担金事業額も増加しています。

今年度と来年度予算案において、観光機構負担金事業額をお示し願います。

また、宿泊税で約32億円もの新規の観光振興事業を提案しながら、機構の負担金事業まで増額

した理由をお示しください。

○佐々木観光局長 観光機構負担金事業についてでございますが、令和７年度における観光機構

負担金事業費は15億9816万9000円であり、来年度予算案における負担金事業費は16億126万4000

円となっており、約300万円の増額としております。

本道観光は、インバウンドを中心に回復しているものの、中国による渡航自粛要請の発生な

ど、インバウンドを取り巻く状況は変動リスクがあることから、令和８年度においては、インド

など新たな市場の開拓にも着手するほか、東南アジア市場に向けた取組を強化するなど、多様な

国や地域に対する誘客促進を強化することとしておりまして、これまでも行ってきた取組と併

せ、必要な事業を計上したところでございます。

○真下紀子委員 負担金事業と宿泊税事業という二つの観光振興事業ができてくるわけです。私

は、これはダブルスタンダードになっていると思うのです。契約の経過についても、公開性とい
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う、透明性についてもね。

そこは、皆さんと意見が違うところがあるとは思うのですけれども、過去には、電通北海道が

道との契約において委託料の約９割を再委託して、さらに再委託先が再々委託を行っていたこと

が大きな問題となりました。負担金事業は、実態としては同じような構造になっているのじゃな

いかと思うのです。契約の透明性を担保する上で、同じ観光関連事業でありながら、再委託、再

々委託の取扱い、それから、透明性についても取扱いが異なるというふうに考えております。こ

れは妥当とお考えでしょうか。

○佐々木観光局長 負担金事業における再委託についてでございますが、道と観光機構との負担

金事業は、観光機構の持つ民間のノウハウやネットワークを活用し、より効果的な観光施策を推

進するため、道と観光機構が連携、共同の下、実施しており、当該負担金事業として、委託を行

う場合は、道が単独で委託を行う場合と同様、原則として再委託は禁止しているところでござい

ます。

○真下紀子委員 違うとおっしゃいますけれども、道の直営とは違うわけですよ。機構から発注

するわけですから、１段階違うわけですね。それから、契約経過についても、機構のほうの契約

経過は公開されないのですよ。でも、道は、ちゃんと審議過程から契約経過まで全て公開される

のですよ。そこが行政と民間の大きな違いで、ダブルスタンダードと言わざるを得ないというふ

うに思うのです。

宿泊税充当事業は、宿泊客の受益に資することを充当基準としています。宿泊税活用事業を見

ますと、観光振興の目的のため、宿泊客の受益よりも、観光事業者の受益に資する事業が多く見

られます。宿泊者の受益と観光事業者の受益という観点から宿泊税充当事業は検討されたのでし

ょうか。

○上野観光事業担当局長 宿泊税充当事業の検討についてでございますが、道では、宿泊税が目

的税であるという趣旨に鑑みまして、宿泊者の受益という点で関連性が整理できる施策に宿泊税

を充当するという税充当の原則的なルールにより、施策を検討することとしております。

このため、道では、宿泊者のニーズをはじめ、市町村や事業者の方々の御意見を基に取りまと

めた宿泊税充当施策の基本的な考え方に沿って、宿泊者の受益との関連性を十分考慮しながら、

各施策を具体化し、今般、宿泊税充当事業として提案をさせていただいたものでございます。

これらのうち、例えば、宿泊者の利便性や安全、安心に係る設備投資などへの補助制度や、交

通事業者のキャッシュレスシステム等の導入支援などは、多様化する宿泊者のニーズや満足度向

上につながる施策であると考えておりまして、こうした施策の着実な実施を通じ、税導入の効果

を実感いただけるよう取り組んでまいる考えでございます。

○真下紀子委員 一例を挙げたいと思うのですけれども、北海道の文化・歴史振興事業費として

2123万円が計上されています。本事業は、自然の中で星空を眺めながら、北海道らしい独自の文

化を楽しめる夜限定の新しいモニターツアーを造成するというふうにありますが、収益を得るの

は旅行代理店や観光事業者です。
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本来は、この事業者が自ら行わなければならない経済活動そのものではないかと考えるのです

ね。宿泊税を充当する妥当性が道民に理解されるとお考えでしょうか。

○上野観光事業担当局長 宿泊税充当事業の検討についてでございますが、道では、宿泊税が目

的税であるという趣旨に鑑み、宿泊者の受益という点で関連性が整理できる施策に宿泊税を充当

するという税充当の原則的なルールにより施策を検討することとしておりまして、今回提案した

取組はいずれもこのルールに沿ったものであると考えております。

一方、取組の内容によりましては、納税者である宿泊者以外の方々にも受益が及ぶ場合もある

と考えられますが、道としては、引き続き、宿泊税を活用する施策が宿泊者の受益につながるも

のとなるよう取組を進めてまいります。

○真下紀子委員 やっぱり、宿泊者の受益にも使えるということの言い訳だと思うのですね。

次の質問に移りますけれども、観光のくにづくり行動計画では、観光客を2024年度から15％増

やして5700万人を目指していますが、既にオーバーツーリズムとなっている地域もあって、目標

とオーバーツーリズムの現状と対策をどう考えて事業に反映しているのでしょうか。

○塚本観光地づくり担当課長 オーバーツーリズムの認識についてでございますが、インバウン

ドを中心に、本道観光がコロナ禍から堅調に回復している中、道内の一部地域で、交通渋滞や農

地への侵入が発生するなど、様々な影響を受けているものと認識しております。

このため、道では、これまで、観光機構をはじめ関係機関との連携の下、ルールやマナーの理

解を呼びかける啓発活動を行いますとともに、地域が主体的に行う独自の取組に対する支援を行

ってきたところでございます。

道といたしましては、今後、こうした取組に加えまして、宿泊税を活用し、外国人をはじめ本

道を訪れる旅行客に向けたルール・マナー啓発の取組を充実させますとともに、観光関連事業者

が行いますオーバーツーリズム対策のための設備の導入支援を実施するなど、地域と観光客との

良好な関係が確保される持続可能な観光振興が図られ、地域社会及び本道経済の発展に資するよ

う取り組んでまいります。

○真下紀子委員 宿泊税は、条例制定前から導入ありきで拙速な議論が進んだというふうに批判

をしてまいりましたし、導入前から改めて新たな課題が次々と出ています。道民からは、こんな

物価高に増税かよという声も届いています。多くの道民が増税の負担を負うことになります。観

光振興予算としては、これまでより、満度に徴収されれば４倍となる規模になるのですけれど

も、これが適切なのかどうか、大き過ぎないのか、通院や受験、文化・学術・スポーツ振興など

の目的で宿泊する各種団体やビジネス目的の宿泊客からも観光振興のための税金を徴収していい

のか、やっぱり、これは考えていかなきゃいけない、見直さなきゃならないというふうに思いま

す。

これまで指摘されてきた問題点の数々をどう受け止めて、宿泊税導入後の改善、見直しに役立

てるのか、観光振興監の見解を伺います。

○阿部経済部観光振興監 宿泊税の制度についてでありますが、道といたしましては、本道経済
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の持続的な発展を図るためには、観光振興と地域経済活性化の好循環を生み出す観光立国・北海

道の実現を目指すことが重要との考えの下、安定的な財源の下で充実した施策の展開を図るた

め、宿泊税の導入を提案いたしまして、これまで、道内各地域での意見交換、そして、道議会で

の御議論を積み重ねまして、現在の制度の形に至ったと受け止めているところでございます。

宿泊税条例では、条例施行後５年ごとに、取組の推進状況、そして社会経済情勢の推移等を勘

案いたしまして、条例の規定について検討を加え、その結果に基づき、必要な措置を講ずること

としているところでございまして、道としては、今後、将来的な見直しに向けまして、宿泊税の

導入後、税を御負担いただく納税者の皆様方の声をお伺いし、地域の実情や課題、ニーズの把握

を行うとともに、施策の進捗状況、そして効果など、条例の施行状況なども勘案しながら、本道

観光の振興に必要な制度の在り方について検討を深めまして、適切な対応に努めてまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○真下紀子委員 振興監からせっかく答弁いただいたのですけれども、やっぱり、これは納得で

きないのですよね。先ほどの安全対策を含めて、知事に直接伺いたいと思いますので、委員長の

お取り計らいをお願いいたします。

次に、カジノを含むＩＲについて伺います。

政府が目指す全国３か所を上限とするカジノを含むＩＲ整備の追加募集は、2027年５月から11

月が申請の受付期間とされています。道は、昨年12月に有識者懇談会を設置して、これまで２回

開催する中で、北海道らしいＩＲコンセプトの具体化、ギャンブル依存症対策等の論点を取りま

とめております。

観光振興監は、２回とも参加をしておりますが、専門家の講演及び議論をどのように受け止め

ているのか、最初に伺います。

○阿部経済部観光振興監 有識者懇談会の議論についてでございますが、道では、昨年12月に有

識者懇談会を設置し、これまで２回の開催におきまして、ＩＲ制度の本旨やギャンブル等依存症

の現状、そして、世界の観光、ＭＩＣＥ、ＩＲの動向につきまして専門家から御報告をいただい

たほか、ＩＲ制度、ＩＲをめぐる情勢変化と見通し、ＩＲの政策目的などにつきまして、全道各

地への消費拡大や経済波及効果とともに、ＭＩＣＥや宿泊施設といった中核施設の事業性、さら

には、現在のギャンブル等依存症対策の実効性の確保などの課題につきまして、幅広く御議論い

ただいているところでございます。

道としては、ＩＲに関する基本的な考え方の改訂に向けまして、メリット、デメリットの両面

から検討を深めていくことが重要と考えておりまして、引き続き、懇談会での議論を丁寧に進め

てまいりたいと考えております。

○真下紀子委員 率直な意見交換がされていて、大変参考になる懇談会だと思います。私は敬意

を表しています。

ところが、知事は、基本的な考え方を今年秋に提示できるよう検討を進めると２月27日の本会
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議で表明をされました。しかし、３月９日の丸山議員の質問に、有識者懇談会には期限を図って

いないと答えているわけです。結論を出す時期を有識者懇談会と相談しなかった理由というのは

何なのでしょうか。

○滝口直人委員長 国際戦略担当課長寺下教夫君。

○寺下国際戦略担当課長 有識者懇談会についてでございますが、有識者懇談会は、ＩＲに関す

る基本的な考え方の改訂に向け、メリット、デメリットの両面の様々な論点に関し、専門的な知

見から御意見をいただき、検討を深めていくために開催しているものでございます。

○真下紀子委員 いやいや、それだけでは駄目だと思うのですよね。やっぱり、ちゃんとリスペ

クトを持って対応しないと駄目だと思うのです。

有識者懇談会の議論というのは、申請プロセス、基本方針の策定、事業者の公募、事業者の選

定、整備計画策定の前段の考え方の整理なのですね。カジノによる社会的課題は議論の前提であ

って、しっかり検討を重ね、徹底的に議論する必要がある、こう言って皆さん頑張っているわけ

です。

知事の示す基本的な考え方は、この議論を反映されないのでしょうか。

○佐々木観光局長 有識者懇談会の議論についてでございますが、道では、ＩＲを取り巻く大き

な環境の変化などを踏まえ、昨年９月にＩＲに関する基本的な考え方を改訂することとし、11月

に、基本的な考え方の改訂に向け論点整理を行った骨子を公表し、昨年12月にＩＲに関する有識

者懇談会を設置し、本年１月、２月に有識者懇談会を開催し、本年２月に、有識者懇談会での議

論を踏まえ、中間整理を公表したところでございます。

道といたしましては、基本的な考え方の改訂表明から１年程度が経過する本年秋をめどに、基

本的な考え方の成案を御提示できるよう、改訂スケジュールを有識者懇談会に御報告した上で、

今後もさらに議論を深めつつ、検討の各段階において議会にお示しをし、御議論いただきながら

検討を進めてまいります。

○真下紀子委員 有識者懇談会に改訂スケジュールを報告するということなのですけれども、や

っぱり、あれだけ真摯に頑張って議論していただいている皆さんに、もっとリスペクトをして対

応していかないと駄目だというふうに思います。

2019年の11月、知事は、来るべき時期に向け、ＩＲ誘致への挑戦の取組を進めていくと表明

し、期待を持たせたわけですけれども、2027年11月の締切りに間に合わせようと拙速な対応を取

るのでしょうか。

○寺下国際戦略担当課長 申請に向けた対応についてでございますが、道では、ＩＲの検討に当

たっては、道民の理解促進の観点から丁寧なプロセスが重要と認識しており、来年度において

も、有識者懇談会において検討をさらに深め、市町村や経済団体など関係者の方々との意見交換

を重ねるとともに、検討状況を各段階で道議会にお示しし、御議論いただきながら、北海道らし

いＩＲコンセプトの具体化に向け、取り組んでまいります。

○真下紀子委員 しっかり議論することはとてもいいことだと思うのですけれども、これは申請
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プロセスの前段の考え方の整理ですよね。それが秋までだということですから、その後の実現性

ということについては本当に見通せないわけで、私は諦めたほうがいいと思うのです。

そのほかに、道が行った市町村意向調査によりますと、ＩＲを整備することに関心があると答

えた市町村は、苫小牧市と函館市の２市だけでした。その後の両市の意向をどのように確認して

いるのでしょうか。

○寺下国際戦略担当課長 市町村の意向確認についてでございますが、自地域でのＩＲ整備に向

け、構想を策定し、誘致に向けた取組を継続している苫小牧市と、ＩＲ立地に関心を示した函館

市については、職員が直接訪問したほか、メールや電話などでも情報交換を行っているところで

ございます。

また、苫小牧市は、来年度、ＩＲに関連する予算を計上し、調査分析などを行いながら、国際

リゾート構想やこれまでの誘致の取組状況を整理、更新されると伺っており、函館市について

は、現在、ＩＲに関する情報収集を進めているところであると伺っております。

○真下紀子委員 誘致する自治体が決まらない中で、北海道らしいＩＲとは、地域地域によって

条件は違いますよね。そうすると、地域を決めないで議論して、北海道らしいＩＲとは、天空の

何とかじゃあるまいし、空論にすぎないのじゃないですか。

それに、今も申し上げましたけれども、申請プロセスの前段の考え方を示すのが秋ということ

で、これは、全然、申請に間に合わないスケジュールなのじゃないですか。諦めたほうがいいの

じゃないですか。委員長、時間がないので、知事に聞くことにします。

ＩＲは、民間事業者が観光施設とカジノ施設を一体に整備して運営するプロジェクトでありま

す。知事は、2019年に断念の説明をした際に、国に計画を申請するだけでも、その準備に最低で

も数億円という税金を投入しなければならないと説明しておりました。ＩＲを諦めない限り、税

金による費用が延々と生じるわけです。

道は、これまでに幾ら投じて、新年度以降、一体、いつまで幾ら負担するお考えなのでしょう

か。

○寺下国際戦略担当課長 ＩＲ検討に係る経費についてでございますが、令和６年度までに、Ｉ

Ｒの検討に関連し、調査の委託料や旅費などとして約4300万円を執行し、令和７年度は有識者懇

談会の開催経費などで約115万円を執行する見込みでございます。

また、令和８年度は、基本的な考え方の改訂に向け、有識者懇談会の開催経費に加え、ＩＲに

関する調査分析の経費として約998万円を提案しているところでございます。

基本的な考え方の成案を示す本年秋以降の方向性については、基本的な考え方の改訂に向けた

骨子において、ＩＲ整備の意義や北海道らしいＩＲコンセプトとともに、今後のＩＲに関する対

応方針をお示しすることとしており、今後の改訂に向けた取組を進める中で検討してまいりま

す。

○真下紀子委員 元気に答えていただいたのですけれども、私の質問を聞き入れてもらえていな

いのだなと思ったのですが、結局、断念するまでお金がかかり続けるわけですよ。投入しなきゃ
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ならないわけでしょう。観光局がずっと担当しているわけですから。

それで、ＩＲは、観光振興に資するとして、観光局が当初からＩＲ部門を担当してきました。

観光振興に資するという理由で、今後、ＩＲ関連事業に宿泊税が充当されることというのはある

のでしょうか。

○秋元観光事業担当課長 宿泊税の充当についてでございますが、宿泊税充当事業に該当するか

どうかは、税充当の原則的なルールに沿って、宿泊者の受益という点で関連性があるかなどによ

り判断することとしておりまして、ＩＲ関連事業への宿泊税の充当につきましては、今後、具体

的な事業内容を検討する中で、その都度、判断することとなります。

○真下紀子委員 つまり、宿泊税を充当することはあるということじゃないですか。そんなこと

に宿泊税を充当することになるかもしれないということを道民に説明したことはありますか。

○上野観光事業担当局長 宿泊税の充当についてでございますが、ＩＲ関連事業への宿泊税の充

当につきましては、今後、具体的な事業内容を検討する中で、その都度、原則的なルールに沿っ

て判断することになると考えております。

○真下紀子委員 説明したことがあるかどうかを聞いているので、答えてもらっていいですか。

○上野観光事業担当局長 ＩＲ関連事業に充当するか、しないかについてでございますけれど

も、この点については、過去に道民の皆様に御説明をした経緯はございません。

○真下紀子委員 そうしますと、先ほどの理論でいくと、宿泊者にも受益があるとなったら、Ｉ

Ｒは、絶対、宿泊者にも受益はあると思いますよ。それだったら対象になるのじゃないですか。

そういう説明をしないで、今になって、その都度、判断しますと。それはないのじゃないかと思

うのですよね。全く納得がいかないです。

次に行きますけれども、釧路市北斗のメガソーラー建設をめぐって、規制や環境アセス上の法

制度が不十分なことは明らかと言えます。ＩＲも開発行為でありますけれども、前回、ＩＲ誘致

を断念した理由の一つに、保護すべき希少動植物の保護や、環境アセスの状況や結果によっては

施設の着工ができなくなるおそれを挙げていました。北海道らしいＩＲにおいては、規制や道の

関与の強化を、基本的な考え方ではどのように位置づけられるのでしょうか。

○寺下国際戦略担当課長 環境保全などについてでありますが、有識者懇談会では、ＩＲは、カ

ジノを含む開発行為であり、地域や社会、自然との共生が課題となるといった御意見をいただ

き、中間整理において、地域社会・自然との共生、エネルギー・環境など持続可能性を政策の有

効性の柱として挙げたところであり、こうした考え方は、ＩＲ整備に当たっての必須条件として

整理したところでございます。

○真下紀子委員 北海道らしいＩＲと繰り返しているのですけれども、現制度の中では規模が問

題になっています。大都市圏と同じような規模ではできないと。その隔たりというのを具体的に

お示し願いたいと思います。

また、現在のＩＲ構想は20年前のモデルと言われていまして、オンラインカジノが急速に普及

する中で、現在の観光ニーズに合致しているとお考えでしょうか。
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○寺下国際戦略担当課長 ＩＲ制度についてでございますが、道では、基本的な考え方の改訂に

向けた骨子及び改訂素案に向けた中間整理において、大都市圏とは異なる立地環境、カジノ以外

のＭＩＣＥ施設や宿泊施設などの中核施設が、カジノとは独立して採算性を確保し、事業を継続

していくことなどについて、論点として整理してきたところでございます。

また、有識者懇談会では、制度設計は20年前のもの、当時と観光や地域社会を取り巻く環境が

大きく変容しているとの御意見をいただいており、道としては、今後とも、大都市圏とは異なる

立地環境、中核施設の事業の継続性などの論点について、有識者懇談会において議論を深めてま

いります。

○真下紀子委員 その議論の中で、今の制度ですと、ＩＲは都市型であり、人口、法人数、空港

や主要駅の利用者が３大都市圏よりも小さくなっている北海道で優位性を発揮できるのかという

課題があって、その制度を変える必要があるという意見がありました。

しかし、ハードルは高いという見解も出ていますけれども、北海道らしいＩＲとは、この問題

を解決できるのでしょうか。

○佐々木観光局長 施設の規模要件についてでございますが、国においては、国際競争力や高い

経済効果、カジノ施設の設置を認めるといったＩＲ事業の性格に鑑み、ＭＩＣＥ施設など、施設

の規模要件を設けているものと認識しております。

道といたしましては、ＩＲに関する基本的な考え方の改訂に向けまして、大都市圏とは異なる

北海道ならではの立地環境の優位性や価値を生かした、道内各地に効果が波及し、国の政策にも

貢献するＩＲについて検討していくことが重要と考えており、引き続き、施設の機能や規模の在

り方なども含めまして、有識者懇談会において検討を深め、道議会での御議論もいただきながら

検討してまいります。

○真下紀子委員 いや、やっぱり、どこかで無理だというふうに決断するときが必要だというふ

うに思いますよ。

違法性阻却要件を満たすために、カジノの床面積が３％を上限とされております。地方の特性

から、施設規模を小さくする考えはありますけれども、基準緩和は違法性阻却の目的に反する方

向にならないのか。また、北海道らしいＩＲはどのような公共的価値を生み出して実現しようと

しているのか、伺います。

○佐々木観光局長 施設規模要件と違法性阻却要件についてでございますが、道では、違法性阻

却要件でありますゲーミング区域の床面積の上限を遵守していくことを前提に、大都市圏とは異

なる立地環境を踏まえ、地方におけるＩＲについて検討していただけるよう国に意見を提出して

いるところであり、ＩＲ全体の施設規模や投資規模など、地域における施設の需要と供給につい

て留意が必要との有識者懇談会における意見なども踏まえ、引き続き議論を進めてまいります。

○真下紀子委員 現実的に、それが2027年の11月までにできるのかということですよね。できな

かったら諦めるというふうに言わなきゃならないのじゃないですか。

言うまでもなく、ＩＲは民設民営です。ＩＲ事業を追求する経営が必要であって、長期の滞在
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期間が優位だということは明らかです。カジノ推進意見には、ＩＲは大きな起爆剤となって北海

道観光のゲートウエーとして期待しているという声がありました。

一方、カジノが収益を上げるということは、客がゲームで負けて持ち金が減る、全道を周遊す

るお金と時間がカジノで消費されると、ゲートウエー機能も周遊意欲も低下するのではないかと

考えるのが普通だと思うのですね。道は、何をもって周遊が増加するというふうにおっしゃるの

ですか。

○寺下国際戦略担当課長 ＩＲの機能についてでございますが、ＩＲ整備法では、国際会議場施

設、展示場施設、宿泊施設などとともに、ＩＲの来訪者を国内各地に送り出す機能としての送客

施設を整備することとされており、こうした中核施設において、集客を図りながら、各地に観光

客を送客していくといった制度設計となっているものと考えているところでございます。

また、国が定めた基本方針では、ＩＲ整備により、世界中から新たな観光客を呼び込むこと

や、それらの観光客を国内各地に送り出すことが求められているところでございます。

道としては、観光客の地域偏在や季節偏在が課題となっている本道においては、中核施設の魅

力を高めていきながら、道内各地域に新たな観光客を送客していく機能は、北海道らしいＩＲの

検討に当たり、重要な位置づけになるものと考えており、委員の御懸念も含め、有識者懇談会に

おいて議論を進めてまいります。

○真下紀子委員 ぜひ、私の懸念を伝えてください。今、中国からも中東からも富裕層は来ない

のじゃないですか。やっぱり、現実を見ないと駄目だと思うのですよね。

ＩＲは、社会的影響を不可避的に伴います。借金、離婚、別居、退職、自己破産、深刻なの

は、犯罪に身を投じることや、当事者や家族の自殺と自殺企図が非常に多いということなので

す。これらの社会的影響をどう見込んで対策を取ろうとしているのですか。

また、一時的に生活保護を利用したり、離婚した場合は福祉的支援も必要になりますよね。子

どものネグレクトや自殺も深刻な影響として出ています。こうした社会的影響はカジノによる経

済成長とどう比較するのですか。社会的損失というのは定量的に示されるのですか。

○寺下国際戦略担当課長 カジノの社会的影響についてでございますが、有識者懇談会では、社

会的影響対策の実効性が確保されなければ、ＩＲ全体に対する社会的な信頼性が損なわれるおそ

れがある、社会的にネガティブな影響への対処は、付随的な配慮事項にとどまるものではなく、

ＩＲ制度の正当性を支える前提条件として築かれる必要があるといった御意見をいただいたとこ

ろでございます。

道としては、既存のギャンブル等依存症などの社会的影響への効果的な対策については、引き

続き、有識者懇談会で議論を深めていく必要があると考えております。

○真下紀子委員 有識者懇談会の議論では、効果的な対策なんか取られていないという議論がみ

んなに浸透したじゃないですか。効果的な対策なんて取られていないのですよ。

それで、公営ギャンブルとの違いについても議論されていますけれども、公営ギャンブルには

社会的損失対策がない、オンラインはほとんど何もないという指摘があって、ホッカイドウ競馬
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について調べました。９割以上がインターネット購入で、それが誘因になってギャンブル依存症

に陥っているということがギャンブル依存症等の事例集でも紹介されていて、これを問題にしま

した。

公営ギャンブルでもそういう状況で対策が取られていない中で、民営化によって収益が優先さ

れれば、比例するかのようにギャンブル依存症患者は増加してしまうのではないかと考えます。

公営ギャンブルとの違いについて、道はどのように考えていらっしゃるのでしょうか。

○寺下国際戦略担当課長 公営競技についてでございますが、法律の定めるところにより行われ

ている競馬などの公営競技については、馬の改良増殖その他畜産の振興に寄与すること、自転車

その他の機械改良といった目的に加え、地方財政の改善を図ることがそれぞれの法律に明記され

て、地方自治体や指定を受けた法人が運営をしており、公益的な役割を果たしているものと認識

しております。

ＩＲは、民間資本により整備し、民間企業が運営するものの、ＩＲ運営事業者は、区域整備計

画の認定された期間中も、事業計画の提出といった国土交通大臣の関与が継続することに加え、

カジノについても、カジノ管理委員会の監督を受けることから、一般的な企業経営よりも公的関

与が大きいと考えられるほか、ＩＲ推進法において、観光及び地域経済の振興に寄与するととも

に、財政の改善に資するものと、公営競技と同様に定められているところでございます。

○真下紀子委員 そういうふうにはならないのです。今でも、推定の患者数の１％しか治療につ

ながっていません。

それで、ギャンブル依存症による社会的損失について、具体的に観光局はどのように認識して

いるのか、伺っておきたいと思います。

○佐々木観光局長 ギャンブル等依存症に関する認識についてでございますが、有識者懇談会に

おいては、ギャンブル等依存症の専門家からは、ギャンブル等依存症について、若年化が顕著と

なってきており、男性が圧倒的に多く、６割近くがオンラインでギャンブルを行っていること、

離別、暴力、犯罪、自殺といった問題が生じるとの報告があったところでございます。

道といたしましては、有識者懇談会でいただいた御意見なども踏まえ、既存のギャンブル等依

存症の実効性のある対策を講じていくことが重要であると認識しております。

○真下紀子委員 参考までにお聞きしますけれども、オンライン等によるギャンブル等依存症事

例集を御覧になった方はいらっしゃいますか。

○寺下国際戦略担当課長 事例集でございますけれども、私は拝見しております。

○真下紀子委員 一人しかいないのは残念ですね。それでは認識は広がらないと思うので、ぜひ

御覧になってください。

それで、カジノの問題で最後にお聞きするのですけれども、北海道らしさということとは相入

れないと思うのです。断念すべきだと考えます。ギャンブル依存症の懸念に丁寧に応えていくこ

とが道には求められておりまして、誘致ありきで進めることはないというふうに観光振興監に明

言いただきたいと思うのですけれども、いかがですか。
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○阿部経済部観光振興監 ＩＲ整備についてでありますが、ＩＲは、民間投資や観光消費の拡大

など、本道の発展に寄与する可能性が期待される大きなプロジェクトである一方で、道民の理解

促進や、委員からも御指摘のあったギャンブル等依存症をはじめとする社会的影響への対策とい

った課題があるところでございます。

また、道では、ＩＲに設置するカジノにつきまして、入場者がカジノ施設を利用したことに伴

い、ギャンブル依存症等の悪影響を受けることを防止するために必要な措置を求めるといった関

係法令の趣旨や対策を踏まえまして、厳格に運用されていくことが大変重要であると考えている

ところでございます。

道としては、こうした認識も踏まえまして、今後、北海道らしいＩＲコンセプトの具体化に向

けまして、有識者懇談会での議論を深め、本年秋をめどに、基本的な考え方の成案を提示できる

よう検討を進めてまいりたいと考えております。

○真下紀子委員 これだけ議論を重ねても、そう答弁せざるを得ない観光振興監の気持ちを推し

はかってはいますけれども、知事に直接伺いたいと思いますので、お取り計らいをお願いいたし

ます。

最後に、エネルギー政策等について少し伺ってまいります。

先ほども申し上げましたけれども、アメリカ・イスラエルによるイラン攻撃後、半月がたって

いますが、中東での武力攻撃がエスカレートしていきまして、犠牲者が増え続け、収束が見通せ

ない状況になっています。ホルムズ海峡の閉鎖によって、石油備蓄放出など深刻な事態が招かれ

ているわけです。一刻も早い武力攻撃の停止を求めるものです。同時に、エネルギー自給率向上

が喫緊の課題であり、急ぎ再エネ普及が求められるというふうに考えておりまして、以下、質問

してまいります。

再生可能エネルギーは自然をエネルギー源としていますが、乱開発はあってはならないわけで

す。自然環境と共生できる再エネであることが重要なのですけれども、道の考え方と対策の強化

方向を伺います。

○滝口直人委員長 新エネルギー担当局長木村重成君。

○木村新エネルギー担当局長 自然環境などとの共生についてでありますが、道では、再エネの

導入に当たっては、関係法令の遵守はもとより、地域の皆様の御理解の下、自然環境や景観との

調和など、地域との共生を大前提に適切に実施されることが重要と認識しております。

このため、違反事案には法令の中でできることを徹底して行うとの考えの下、地域との共生に

関する知事メッセージを発信するなどし、事業者にその遵守を求めております。

また、国に対しては、必要な法整備を含め、実効性ある事業規律強化の検討加速など、早急な

対応を求めており、今後とも、こうした取組を通じて地域との共生を図りながら、再エネの導入

拡大に取り組んでまいります。

○真下紀子委員 ここをしっかりしないと、再エネが悪い印象になってしまいますので、しっか

り取り組んでいただきたいと思います。
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知事は、泊原発再稼働に同意をしましたけれども、東電柏崎刈羽原発の制御棒の不具合が大問

題となって、中部電力のデータ捏造に、規制委員会は、不正は見抜けないと公言するのですよ

ね。びっくりしましたよね。原発と事業者の信頼は全く壊れています。もう既に壊れています。

経済性の観点からも、原子力資料情報室の松久保肇氏や龍谷大学政策学部の大島堅一教授の試

算によりますと、北電の電気料金引下げというのは提示どおりにはいかない、このように意見を

述べています。根拠も示しています。

道は、北電の説明をうのみにして検証を拒んでいるわけですけれども、原発コストが全て見込

まれておらず、不確定要素があることは北電も認めているわけです。原発コストと北電が示した

電気料金の引下げ実現の見通しに対して、道の見解を改めてお聞きします。

○滝口直人委員長 資源エネルギー局長川畑千君。

○川畑資源エネルギー局長 電気料金の値下げ見通しなどについてでございますが、道といたし

ましては、原発は安全性が確保されることが大前提であり、その対策に必要な費用は事業者が経

営の中で適切に確保するもので、北電が、利用者の方々に対し、今後必要となる安全対策費用を

含めた発電コストなど、経済効率性について必要な説明をしっかりと行うべきと考えておりま

す。

道では、北電から、安全対策費などの増加や再稼働に伴う費用の低減効果に加え、経営効率化

のさらなる深掘りによる費用削減効果を最大限織り込んだ上での電気料金の値下げ見通しである

ことや、試算における前提条件が変化した場合に値下げ水準が変動する可能性があることなどに

ついて、知事が齋藤社長から直接説明を受けるとともに、齋藤社長からは、知事に対し、値下げ

水準の見通しを達成できるよう不断の努力を重ねていくとのお話があったところであり、引き続

き、北電の取組状況を注視してまいります。

○真下紀子委員 期待どおりにはいきませんよということをあらかじめ言われているのです。そ

れなのに、それを隠していることは、これはまずいというふうに思います。

国の長期脱炭素電源オークションが実施されておりまして、新たな融資制度案も検討されてい

ます。いずれも、対象は、建設期間の長い原発、あるいは火力発電所に限られていると考えます

が、脱炭素電源とは何を対象にしているとお考えでしょうか。

そして、この長期脱炭素電源オークションの結果を電源別にお示し願いたいと思います。

○滝口直人委員長 エネルギー政策担当課長工藤和浩君。

○工藤エネルギー政策担当課長 長期脱炭素電源オークションについてでありますが、電力広域

的運営推進機関、いわゆるＯＣＣＴＯが2024年１月から実施しております長期脱炭素電源オーク

ションでは、コスト回収の見通しが立ちやすいＦＩＴ・ＦＩＰ制度を適用する電源を除きます脱

炭素電源とＬＮＧ専焼火力を参加対象としまして、そのうち、脱炭素電源については、電源種別

により設備容量など細かな条件はありますが、アンモニアや水素を燃焼する火力、原子力、地

熱、脱炭素化を図る既設火力の改修、揚水水力、系統用蓄電池、太陽光、風力、一般水力などを

参加対象としているものと承知しております。
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これまで２回実施されました当該オークションの落札実績については、原子力が約447万キロ

ワット、脱炭素化を図る既設火力の改修が約92万キロワット、揚水水力が約94万キロワット、蓄

電池が約246万キロワット、ＬＮＧ専焼火力が約707万キロワットなどとなっていると承知をして

おります。

○真下紀子委員 世界的には、再エネと言われるものは、この中では蓄電池ぐらいなのですよ

ね。あとは、化石燃料と、それから放射能を出してしまう原子力、そのためのオークションなの

ですよね。その実績で明らかになったと思います。

これは、再エネを大きく発展させる原動力にはならないどころか、逆効果になっています。世

界水準まで再エネを普及させるためにはどのような支援策が必要とお考えか、道の施策の考え方

を実績とともにお示し願います。また、国にはどのように要望しているのでしょうか。

○滝口直人委員長 新エネルギー担当課長日野香里君。

○日野新エネルギー担当課長 道の施策等についてでございますが、道では、全国随一の再エネ

ポテンシャルを生かし、再エネの導入拡大を図るとともに、道内において最大限活用することが

重要と認識しております。

このため、道では、独自の取組として、ＧＸ投資を促進するため、本年度からＧＸ推進税制を

導入したところであり、現時点における支援件数といたしましては、本年度の実績見込みでは７

件となっており、内訳は、蓄電池が６件、データセンターが１件となっております。

また、市町村等における地域の取組を支援するため、ゼロカーボン北海道推進基金を活用しま

して、新エネの設備導入などへの補助制度を設けており、同じく本年度の実績見込みでは39件な

どとなっております。

加えて、国に対しましては、道内における送電網の増強などの電力インフラの整備をはじめ、

洋上風力発電の導入加速化や、関連産業の集積促進及び人材育成確保のほか、海底直流送電の着

実な整備への支援強化などについて、様々な機会を通じ、要望しているところでございます。

○真下紀子委員 自然をエネルギー源にした再エネ、新エネというのを普及することが大事で、

それができるのが北海道だと思うのです。

国際再生エネルギー機関の統計によりますと、世界では、2011年から2024年で太陽光と風力発

電が新設された発電所の電源別推移は90％を占めているというのですね。

道は、各種支援策を講じてきたとおっしゃるのですけれども、太陽光、風力のほか、中小水力

とバイオマスなどは北海道の強みですね。これまでの新エネの導入状況についてお示し願いま

す。

○日野新エネルギー担当課長 新エネの導入状況についてでございますが、道では、北海道省エ

ネルギー・新エネルギー促進行動計画に基づき、新エネルギーの最大限の活用などを目指し、

2030年度における新エネ導入に関する目標値を設定するなどし、各般の取組を進めております。

直近の実績である2023年度における新エネ発電設備容量の達成率では、太陽光が80.3％、陸上

風力が61.1％、洋上風力が6.6％、中小水力が82.4％、バイオマスが76.1％などとなっておりま
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す。

○真下紀子委員 本当に、達成率100％を超えてほしいなというふうに思うのですよね。

新しい再エネ、新エネに対して投資が進んでいくのだというふうに思うのですけれども、世界

の動向を見てみますと、ロッキーマウンテン研究所の予測では、今後、太陽光、風力、蓄電池が

急カーブで発電量を増やし、再エネコストは太陽光も風力も蓄電池も下がり続けるとしていま

す。ＩＥＡの「Ｗｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｏｕｔｌｏｏｋ 2025」によると、再エネと電化、

エネルギーの効率化などによって投資が増えるとされておりまして、原子力は最も少ない分野と

なっています。

原発と再エネの投資額の推移と今後のエネルギー分野の投資というのを道はどのように考えて

施策を展開するのか、お聞きしたいと思うのですね。

従来の投資が売上高や利益など過去の実績を表す財務指標を重視してきたのに対して、今は、

ＥＳＧ投資など、投資の要件というのが変化しているというふうに考えます。こうした観点から

も、再エネというのは、投資を呼び込むために優位ではないかと考えるのですけれども、道の見

解を示していただけるでしょうか。

○川畑資源エネルギー局長 エネルギーに関する投資についてでございますが、電力需要の増加

が見込まれる中、国では、安定供給を大前提とした脱炭素電源の拡大に向け、インフレや金利上

昇、制度変更等により、初期投資や費用の変動が大きくなることが想定される新たな投資を事業

者がちゅうちょする懸念がありますことから、長期脱炭素電源オークションの導入や資金調達の

円滑化といった事業環境の整備を進めているものと承知しております。

暮らしと経済の基盤である電力は、安全性を大前提に、安定供給、経済効率性、環境への適合

を基本的視点として、社会経済の変化にも柔軟に対応できるよう多様な構成とすることが重要で

あり、道といたしましては、今後の道内の電力需要は増加傾向となる見通しが示される中、他の

電源とのバランスを取りながら、本道で自立的に確保できる再エネが主要なエネルギー源の一つ

となるよう取り組んでまいります。

○真下紀子委員 新たな投資を事業者がちゅうちょするのは、原発や火力発電なのです。それ

は、もう衰退する産業だからなのですよ。だから、国が下支えしないとやっていけないという状

況が現実にあるのだというふうに申し上げたいと思います。

エネルギー転換の三つの駆動力として、再エネ、電化と効率化が、自己増強的循環プロセスと

なっていくとされております。これまでも、パソコンやスマホが一気に普及したのですけれど

も、電力需要予測よりも電力需要は必ずしも増えていません。逆に、効率化が進んで、半導体は

省エネを発展させ、電力需要がどんどん増えることにはならないと見通す専門家もいるわけで

す。環境負荷を減らすために電力消費量を減らす選択肢として、省エネ、効率化等による電力需

要抑制の施策というのは、併せて進めていく必要があるのじゃないでしょうか。どうですか。

○木村新エネルギー担当局長 省エネ等の取組についてでありますが、道では、北海道省エネ・

新エネ促進行動計画に基づき、徹底した省エネ社会の実現を目指す姿に位置づけ、家庭、業務、
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運輸などの各部門ごとに目標を設定するなどし、各般の取組を進めております。

このため、道では、家庭部門では、家庭での省エネ意識や行動の定着を図るため、ＣＯ２ 排出

量を見える化するアプリの活用を促すほか、業務部門では、事務所等における省エネ診断や省エ

ネ設備の導入を支援するとともに、運輸部門では、次世代自動車の積極的導入に向けた普及啓発

などに取り組んでおり、今後とも、こうした取組を通じ、電力需要の状況なども把握しながら、

省エネ社会の実現に向け、道民の皆様や事業者の方々の行動を促してまいります。

○真下紀子委員 物価高で強制的に省エネ、節約しなきゃならないという状況はあるかもしれま

せんけれども、本来は、省エネというのは楽しく進めなくちゃいけないというふうに思います。

道は、企業局電気事業収入をゼロカーボン基金に繰り入れて、全国一の賦存量とされる本道の

新エネ、再エネを促進してきました。新エネ・再エネ予算、企業局からの繰入れの推移及び電力

発電量の増加の推移についてお示し願います。

○滝口直人委員長 ゼロカーボン戦略課長尾﨑匡君。

○尾﨑ゼロカーボン戦略課長 ゼロカーボン北海道推進基金などについてでございますが、道で

は、令和５年度に、ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組を推進するため、企業局の電気事業

収益からの繰出金70億円、民間企業からの寄附金５億円、一般財源から25億円を積み立て、100

億円規模の基金を設置したところでございます。

この基金を活用しました新エネ、再エネの推進に係る予算額につきましては、令和５年度が11

億9233万円、令和６年度が11億9289万円、令和７年度が12億1419万円となっているところでござ

います。

また、道内における新エネの発電電力量につきましては、直近の実績が令和５年度で125億

9800万キロワットアワーとなっており、前年度との比較では、６億9100万キロワットアワーの増

加となっているところでございます。

○真下紀子委員 つい宿泊税と比べてみてしまったのですけれども、11億円、12億円台で毎年頑

張って発電をしているということなのですね。32億円、45億円の宿泊税と比べて、どちらが公益

的であって、そして、どちらが道民にとっていいのでしょうかねということだけ言っておきま

す。

全国の水力、太陽光、バイオマス、風力、地熱の再エネ電源シェアは、2022年度―令和４

年度の21.7％に対して、北海道は年間発電量が119億キロワットアワーとなっていて、33.9％を

占めていたのですけれども、2023年10月では40％を占めるに至っていまして、10年足らずで倍加

しているのですね。直近で、北海道で発電した電力のうち、再エネ電源の割合はどのくらいを占

めているのでしょうか。また、全国の動きとの比較及び再エネ増加の要因をどう分析していらっ

しゃいますか。

○日野新エネルギー担当課長 再エネの導入状況についてでございますが、資源エネルギー庁の

電力調査統計によりますと、都道府県別発電実績に基づく再エネ電力量の比率は、直近の実績で

ある2024年度では、全国が18.4％に対し、北海道は37.2％となっておりまして、５年前の2019年
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度と比較し、全国が3.8ポイントの増に対し、北海道は9.9ポイントの増となっています。

北海道が全国と比べ増加幅が大きくなった要因といたしましては、本道が全国随一の再エネポ

テンシャルを有しており、再エネの導入拡大に向け、道民、事業者が一体となり、取組を積極的

に推進したことなどによるものと考えております。

○真下紀子委員 それをさらに加速させていきたいというふうに思うのです。

そこで、振興局別の新エネ発電設備容量の状況というのをお示し願います。

また、道は、ゼロカーボン地域プロジェクト支援事業等に取り組んでいますけれども、振興局

が、地域の特徴を踏まえて、目標を持って新エネ推進に取り組むことというのが非常に重要じゃ

ないかと考えるのですけれども、いかがですか。

○日野新エネルギー担当課長 地域における新エネの導入などについてでございますが、道内に

おける新エネ発電設備容量は、直近の導入実績である2023年度では約514万キロワットとなって

おり、発電分野ごとにおける地域別の内訳では、太陽光は、胆振管内が約58万キロワットと最も

多く、以下同様に、風力は、宗谷管内が約52万キロワット、中小水力は、十勝管内が約18万キロ

ワット、バイオマスは、釧路管内が約19万キロワット、地熱は、渡島管内が約３万キロワットと

なっています。

道では、ゼロカーボン地域プロジェクト支援事業等により、地域の新エネを電気自動車や定置

型蓄電池と組み合わせた自立型施設の構築や、先端技術を地域特性に合わせて実装する取組な

ど、地域資源を活用した新エネの設備導入への支援に取り組んでおります。

道といたしましては、こうした支援制度を積極的に活用いただくよう、振興局と連携しなが

ら、市町村や企業への説明会、様々な広報媒体などを通じまして周知徹底を図るとともに、地域

の実情に応じ、必要な助言等を行っており、今後とも、各地域資源の特徴を踏まえ、地域におけ

る新エネの導入促進に取り組んでまいります。

○真下紀子委員 本当に頑張っているなというふうに思うのですけれども、もうちょっとペース

を上げないと間に合わないのですよね。熱利用分野でも、今のペースでは2030年度目標には届か

ないことが明らかだと思います。

唯一、目標を超過達成している温度差熱の導入が進んでいるのは、これはなぜなのでしょう

か。

○日野新エネルギー担当課長 新エネの導入状況についてでございますが、北海道省エネ・新エ

ネ促進行動計画に基づく熱利用分野における目標の達成率は、直近の実績である2023年度では

77.5％となっており、今後、取組の加速が必要でございます。

一方で、熱利用分野のうち、温度差熱の目標の達成率は129.3％となっており、その要因とい

たしましては、排熱利用の増加に加え、近年、市町村において、庁舎や公共施設の建て替え時に

地中熱を利用した空調設備を導入する事例が増加していることなどによるものと考えておりま

す。

○真下紀子委員 価格も少し下がってきているのかなと思いますけれども、ぜひ進めていくよう
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に取り組んでいただきたいというふうに思うのです。

先ほど褒めたのですけれども、実は再エネ発電電力量は鈍化しているのですね。５年後の2030

年度目標までに78億5700万キロワットアワーが必要なのですけれども、同じ期間の2019年度から

2023年度までの増加を見ますと38億1200万キロワットアワーというのがあるのですが、その倍以

上が必要になるわけです。目標達成に向けてどう取り組むのでしょうか。

○日野新エネルギー担当課長 新エネ発電電力量についてでございますが、北海道省エネ・新エ

ネ促進行動計画に基づく新エネ発電電力量の目標の達成率は、直近の実績である2023年度では

61.5％となっており、これまで着実に増加しているものの、取組は道半ばの状況にあり、今後、

取組を加速させていく必要があるものと認識しております。

このため、このたびお示ししました本計画の改定案では、計画の着実な達成に向け、計画後半

期において、国や道の施策の積極的な活用をはじめ、国と連携した施策の強化や、ペロブスカイ

ト太陽電池といった新技術の普及、活用などの取組を重点的に推進することとしております。

○真下紀子委員 本当に未来に向かって頑張っていく意欲が湧く取組だと思います。

企業価値を高めようとして、企業は、今は省エネ、再エネ利用を強調する時代となっていま

す。カーボンニュートラルは、もはや、一部の先進企業だけが取り組むテーマではなくて、全て

の企業にとって避けて通れない経営課題ともなっています。

中国も2060年のカーボンニュートラル実現を目標に掲げ、再生可能エネルギー分野への大規模

投資や環境規制の強化を進めています。それから、アメリカも、トランプ大統領の下でも再エネ

が増えているのですよね。これらの国際的な動きは、日本企業にとっても決して他人ごとではあ

りません。企業経営においても、再エネのニーズが高まっていると考えられますが、道の見解を

伺います。

○木村新エネルギー担当局長 事業者の取組についてでありますが、事業者が再エネを導入する

ことは、温室効果ガス排出削減への対応のみならず、エネルギーコストの安定化や、企業価値を

高め、競争力の強化に資するとともに、再エネを自家消費する場合はレジリエンス強化にもつな

がる取組であると考えております。

道としては、事業者自らが積極的に取り組むことが重要であると考えており、今後とも、こう

した取組への支援や、効果的な情報発信などに取り組んでまいります。

○真下紀子委員 少し東北と比べてみたのですけれども、電力需給エリア別の自然エネルギーの

年間電力量の電力需要に対する割合では、東北エリアで41.5％と最大になっているのですよね。

変動性自然エネルギー―ＶＲＥの割合では、北海道エリアが20.8％で最大でした。ＶＲＥ

が増加しても、今は、ＡＩによってフレキシビリティーな調整をできる時代になってきていま

す。北海道が先進的に技術を活用できるように取り組む考えというのはないのでしょうか。

○木村新エネルギー担当局長 再エネの活用などについてでありますが、道では、再エネの導入

拡大とともに、最大限活用していくためには、出力変動を調整する蓄電池の導入促進や、電力を

水素に置き換える水素製造拠点の整備のほか、本州－北海道間の海底直流送電の着実な整備な
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ど、電力のインフラ整備が必要であると認識しております。

このため、道としては、こうした取組への支援の強化などについて、様々な機会を通じ、国に

対し働きかけるとともに、電力の需給バランス調整に活用できるバーチャルパワープラントやデ

ィマンドリスポンスなどの新たな技術の動向にも注視しながら、新技術の普及、活用を推進する

など、再エネの最大限の活用に取り組んでまいります。

○真下紀子委員 北海道で、ＡＩやデジタル技術を使って、こういう分野で活躍できる企業がで

きたら本当にいいなというふうに思います。

北海道は、省エネ・新エネ条例を背景にして、再エネ普及が大きく評価されて、期待されてい

ます。世界的に見たら、北海道に原発さえなければうちが投資をしたいという会社もあるぐらい

なのですね。中東情勢は先行きが見えず、これまで以上に、石油に依存したエネルギー政策の転

換を急ぎ、エネルギー自給率を高めていくことが急がれます。

私は、これまで、食料の自給率が200％を超える北海道で、エネルギーを自給できる永続地帯

となることを提案してまいりました。今、コミュニティーエネルギーという考え方が普及して、

メガ発電ではなくて、個宅の屋根を使うルーフトップソーラーや、小さな規模での発電や蓄電池

とその効率化によって、地域地域でエネルギーを自給できるシステムをつくることが必要だと考

えます。

私も、屋根にソーラーパネルを載せてみました。これからなので推移を見ていきたいというふ

うに思いますけれども、道のエネルギー政策には、このような考え方というのは反映されている

のでしょうか。振興局ごとや市町村ごとにエネルギーの賦存量を具体化し、可視化し、そして、

それを事業化する取組を広げていくことこそ、これからの北海道にもたらす利益につながるので

はないかと考えますが、ゼロカーボン推進監の見解を伺います。

○滝口直人委員長 経済部ゼロカーボン推進監田中仁君。

○田中経済部ゼロカーボン推進監 再エネの導入拡大についてでありますが、全国随一の再エネ

ポテンシャルを生かし、再エネの導入拡大を図るとともに、道内において最大限活用し、環境と

経済の好循環につなげていくためには、地域資源の特徴などを踏まえ、再エネの地産地消の取組

を進めていくことは重要と認識しております。

このため、道では、北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画に基づき、市町村等にお

ける地域の取組に対し、住宅への設備導入やマイクログリッドの取組を含め、構想・計画段階か

ら設備導入段階までの各段階に応じた様々な支援を行っております。

また、市町村職員向けの研修や、専門家の地域への派遣では、国が提供しております各市町村

ごとの再エネポテンシャルを示すデータなども活用しながら、必要な助言などを行っており、道

といたしましては、本計画の達成に向けまして、今後とも、こうした取組を着実に積み重ね、レ

ジリエンス強化にも資する地産地消の取組を推進し、再エネの導入拡大を図り、ゼロカーボン北

海道の実現につなげてまいります。

○真下紀子委員 ちょっと期待していたのは、もっと目標に近くなっているかなと思ったのです
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けれども、目標達成について知事にも伺いたいと思いますので、お取り計らいをお願いいたしま

す。

時間が残って本当に残念ですけれども、これで終わります。

○滝口直人委員長 真下委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

以上で通告の質疑並びに質問は終わりました。

総括質疑に保留された事項については本委員会において質疑を行うこととし、これをもって、

経済部及び労働委員会所管に関わる質疑並びに質問は終結と認めます。

以上をもって、本分科会に付託されました議案に対する質疑並びに質問は全て終了いたしまし

た。

お諮りいたします。

付託議案の審査経過に関する委員長報告文につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○滝口直人委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。

１．委員長の閉会の挨拶

１．閉 会

○滝口直人委員長 本分科会を閉じるに当たり、一言御挨拶を申し上げます。

本分科会は、３月９日に設置以来、付託議案をはじめ、道政各般にわたり審議を尽くされ、本

日ここに一切の審査を終了することができましたことは、渕上副委員長をはじめ、委員各位の御

協力によるものであり、厚くお礼を申し上げます。

以上、簡単ではありますが、御挨拶といたします。

これをもって第３分科会を閉会いたします。（拍手）

午後 ６ 時 閉会
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